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Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

１ 東京における住宅政策の課題

２ これまでの住宅政策の変遷

３ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

１ 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性

２ 目指す2050年代の住生活の姿

３ 新たな住宅政策の５つの戦略

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現
戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現
戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ
戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

４ 住宅政策の実効性を高めるための６つの視点

① 都民目線（Well-being）の重視
② 多様な主体との連携
③ まちづくり等との分野連携
④ 多様な政策手法の活用
⑤ ＤＸ・ＡＸの推進
⑥ 未来を見据えた柔軟な転換
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Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

目標３ 子育てしやすい住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

目標５ 都民のライフステージ・スタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

目標８ 世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

Ⅳ 住宅市街地の整備の方向

答申 構成（案）

グランドデザインの改定内容を踏まえ、記載予定

（10月９日の企画部会では提示せず）

≪予定≫

10月中旬 グランドデザインパブコメ開始

10月30日 本審

11月18日 企画部会

12月下旬 グランドデザイン 公表

12月25日 本審：答申

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目なく強化し、循環型住宅市場を実現
戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる民間住宅市場の形成
戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ
戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
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Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方
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１ 東京における住宅政策の課題

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

（趣旨）諮問事項「時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の展開について」の前提となる、東京における住宅政策の課題を

整理

• 住宅は生活の基盤であると同時に、都市を形づくる基本的な要素であり、東京の持続的な発展のためにも、居住の場としての魅

力を高めていくことが必要である。

• 急速に進む少子高齢化、明らかにこれまでと様相が異なる気候変動、ＡＩ・ＤＸの進展や働き方の多様化など、社会の変容は

かつてないスピードで進行し、不確実性が一層増している。

• このような時代の荒波の中で、都民の住生活を取り巻く環境も大きく揺れ動いており、単身高齢者の増加や大量の「空き家予備

軍」の存在、共働きの子育て世帯の一般化、マンションの２つの老いの進行、住宅価格の上昇など、多岐にわたる課題が顕在化

している。

0930大月部会長

• 「時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策」について、説明がしやすいように整

理をした方がよい。

• 今回のポイントは、大きくは３点で、住宅価格の上昇への対応が必要になっている

こと、セーフティネットの領域が居住支援の広がりのもとで拡大していること、ストック

重視で既存住宅を回していくということ

• これらを頭出しするなどによりわかりやすく整理していくのがよい
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• 都では、住宅政策を総合的・計画的に推進するための基本となる計画として、「東京都住宅マスタープラン」を策定しており、平成

３年度に第１次マスタープランを策定して以来、おおむね５年ごとに改定を行い、社会経済情勢の変化に対応した住宅政策を

進めてきた。

• これまで、成長と拡大の時代から成熟社会へとシフトする中、阪神淡路大震災・東日本大震災などにおいて浮き彫りとなった災

害時における都市の脆弱性、高齢世帯の増加、空き家問題の顕在化など、社会状況の変化に伴う新たな課題に対して、住宅

の耐震化、木造住宅密集地域への対応強化、サービス付き高齢者住宅制度の開始、空き家特措法に基づく施策の推進など

が進められている。

• 現在の住宅マスタープランが策定された2021（令和３）年度はコロナ禍にあり、都民の働き方や住宅に対する価値観等に大き

な変化が生じるようになった。

• 加えて、子供を産み育てようと思える子育てしやすい環境の充実や、大規模地震発生確率の高まり、頻発・激甚化する局地的

大雨を踏まえた防災力の強化など、時代の要請を受け、テレワークスペースを備えた住宅の普及や、子育て世帯向けの住宅であ

る「東京こどもすくすく住宅」の供給、災害時のマンションでの生活継続に向けた「東京とどまるマンション」の制度構築など、施策の

具体化に取り組んできた。

２ これまでの住宅政策の変遷

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

（趣旨）住宅マスタープラン策定の経緯とともに、社会状況の変化に合わせ、これまで都が取り組んできた住宅政策について振り返り

• 第１次マスタープラン策定時におい

ては、バブル期の急激な地価高騰

と東京への人口集中により、都民

が住宅を確保しにくくなるとともに、

都心部では居住人口の減少や住

環境の悪化が進行していた。この

ため、住宅供給の大幅な拡大と都

心居住の回復を図り、住宅政策と

都市計画を一体的に進めることが

当時の基本的な課題認識であり、

課題解決に向け、開発における住

宅附置政策や都民住宅制度など

の取組が進められてきた。
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３ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

Ⅰ 時代の大きな変化に対応した新たな住宅政策の考え方

• 住生活を取り巻く課題が複雑化・多様化している中にあって、変化に適切に対応していくためには、従来の延長線上で住宅政

策を検討するだけではなく、長期的な視点に立った政策展開が重要

• 都は、都政の新たな羅針盤である「2050東京戦略」において2050年代に目指す東京の姿を示し、その実現に向けた取組を進

めている。また、東京の目指すべき都市の姿を示す「都市づくりのグランドデザイン」についても、2050年代を見据えた東京の都市

づくりの推進に向けて改定作業が進められている。さらに、国の住生活基本計画（全国計画）においても、2050年の住生活の

姿を描き、その実現に向けた施策の方向性が示されている。

• 東京における新たな住宅政策の展開に当たっては、現状を基点として将来を予測するフォアキャストの視点ではなく、目指すべき

将来の姿から逆算して今なすべき取組を考える「バックキャスト」の視点を持って2050年代における望ましい住生活の姿を描

き、その実現に向けた道筋を示していくことが必要である。

（趣旨）関連計画における考え方を踏まえ、新たな住宅政策の展開に当たっては、目指す2050年代の住生活の姿から逆算して今

後取り組む住宅政策の方向性を検討する「バックキャスト」の視点を取り入れることを提示

0930大月部会長

• バックキャストの視点については、国の住生活基本計画（全国計画）は、2040

年代の姿を描いていた都の計画を参考にしている。

• 都は、もっとプライドを持ってよいところであり、国の住生活基本計画（全国計

画）で2050年の姿を描いていることを強調する必要はないのではないか。
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Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
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１ 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

中間報告ベースで、「~が必要」「~が重要」の書き方
but社会の変化は審議会資料では出てきていないので、書き方要検討（ただ、諮
問のＡＩ・ＤＸや働き方の多様化の話があるので記載したい。考え方資料の書き
方に統一するのも一案）
答申書くときには、項目（住生活を取り巻く…課題、【】）は書かないイメージ

【人口・世帯構造の変化】

• 今後、東京では高齢化がさらに進展し、高齢者世帯、とりわけ単身高齢世帯の増加が見込まれている。このため、住宅確保要

配慮者への対応に加え、元気な高齢者も含めて、自らのライフスタイルや将来の状況に応じて住まいを選択できる環境や、多様

な住まいの受け皿の確保が重要

• また、共働き世帯の一般化や世帯構成の多様化が進む中、子育て世帯等についても、家族の状況や子供の成長段階に応じて

住替えや住まい方を選択できるよう、多様な住宅供給や住環境の整備が必要

• 住宅政策を取り巻く環境は、人生100年時代の本格化や世帯構成・価値観の多様化、気候変動、ＤＸ・ＡＸの進展などによ

り大きく変化

• 戸建住宅やマンション、公的住宅を含む既存住宅ストックが充足する中、今後は、住宅を新たに供給するだけでなく、良質な既

存住宅ストックを適切に維持管理し、有効に活用していく視点が一層重要

（趣旨）2050年代の住生活の姿を描くに当たり、今後予想される住生活を取り巻く環境の変化と課題を整理。関連計画に通底す

る考え方も踏まえ、今後の住宅政策に求められる方向性について提示

【住まいの変化】

• 東京では住宅ストックが世帯数を上回る状況が見込まれており、今後は住宅を新たに供給するだけでなく、既存住宅ストックをい

かに活用し、次世代へ継承していくかが重要な課題。特に、相続物件の増加に伴う空き家の発生が懸念されることから、空き家

化を未然に防ぎ、既存住宅の流通・活用を促進していくことが必要

• マンションについては、建物と居住者の２つの老いが進行するとともに、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎えることが見

込まれている。このため、マンションを長期に住み続けられる居住基盤として適切な維持管理や再生を進めていくことが必要

• 公的住宅についても老朽化が進む中、建替えだけでなく長寿命化や既存ストックの有効活用を進めるとともに、セーフティネット機

能に加え、地域に開かれた公的資源として活用していくことが必要
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１ 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性

中間報告ベースで、「~が必要」「~が重要」の書き方
but社会の変化は審議会資料では出てきていないので、書き方要検討（ただ、諮
問のＡＩ・ＤＸや働き方の多様化の話があるので記載したい。考え方資料の書き
方に統一するのも一案）
答申書くときには、項目（住生活を取り巻く…課題、【】）は書かないイメージ

• 「2050東京戦略」、「『都市づくりのグランドデザイン』改定にむけた中間のまとめ」、「住生活基本計画（全国計画）」において、

2050年代の姿を見据えたバックキャストの視点で施策を検討するに当たり、以下の通底する考え方が示されている。

◆ 全ての人の多様なライフスタイルに応じた、幸福度（Well-being）の最大化

◆ 「つくっては壊す」から、ストックを最大限活用する「長く大切に使う」発想へ

◆ 地域ごとの特性をいかし、多様な価値が共存・連携

• 2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化や、関連計画に通底する考え方を踏まえ、都における新たな住宅政策には、

「つくっては壊す」発想から、既存ストックを最大限活用しながら「長く大切に使う」考え方が求められている。また、全ての人のラ

イフスタイルに応じた幸福度（Well-being）の向上を重視するとともに、地域ごとの特性をいかし、多様な価値が共存・連

携する住環境の形成を進めていく必要がある。

【社会の変化】

• ＤＸ・ＡＸの進展、働き方や暮らし方の多様化などにより、住生活を取り巻く社会状況は大きく変化している。今後は、住まいに

関する情報や支援を分かりやすく届ける仕組みを充実させるとともに、テレワークの定着や職住近接・育住近接などの広がりを踏ま

え、住まいを「暮らす」だけでなく、働く、学ぶ、子育てする、交流する場として捉え直していく必要がある。

• また、次世代モビリティの実装やデジタル技術の進展は、住宅地や地域の空間利用にも影響を及ぼすことが見込まれる。加えて、

地域コミュニティの維持、気候変動や災害リスクへの対応など、住宅政策に求められる役割は広がっており、福祉、環境、交通、ま

ちづくり等の関連分野と連携しながら、多様な都民の暮らしを支える住環境づくりを進めていくことが重要である。

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
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• 人口構造や世帯構成の変化、価値観の多様化が進む中にあっても、住まいは全ての都民が安心して暮らし、人生を豊かに営むた

めの基盤である。

• 人々の暮らしは、一人ひとり異なり、人生の歩みとともに移り変わっていく。

• 人生100年時代において、ライフステージや暮らし方に応じ、自分にふさわしい住まいを選び、安心と豊かさに満ちた住生活を送って

いる。

• 良質な住宅が適切に維持・継承され、循環型市場が形成される中で新たな価値を生みながら、世代を超えて大切に使われている。

• 人と住まいがともに時を重ねることで、居住の場として世界に誇る魅力的な東京が実現し、誰もが豊かに暮らしている。

• 2050年代の住生活の姿として、

「誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、安心して住み続けられる東京」 を目指す。

２ 目指す2050年代の住生活の姿

• 居住の場としての魅力向上には「ヒト」を大切にしたまちづくりが重要である。

• また、住宅は、人の生活の基盤であると同時に、都市を形づくる基本的な要素（「モノ」の性質）である。

• 目指す2050年代の住生活の姿の実現には「ヒト」、「モノ」への施策展開が必要である。

• 施策展開にあたっては、それらを支える仕組みやプレイヤーなど、共通する視点が必要

• 「誰に届けるのか（住まうヒトの視点）」と「何をどのような仕組み・性能で活用するのか（住まうモノの視点）」から分野ごとに新

たな住宅政策の展開における目標を設定する。

• 人生100年時代の中において、全ての都民が、その時々のライフスタイルに適した住まいや住まい方を実現

• 多世代にわたり継承される住宅ストックによる循環型市場が形成され、地域特性に応じた住環境が実現

住まうヒトの視点

住まうモノの視点

（趣旨）前項で示した2050年代に向けた住生活を取り巻く環境の変化と住宅政策に求められる方向性を踏まえ、目指す2050年代

の住生活の姿を提示。「住まうヒトの視点」「住まうモノの視点」で2050年代の住生活の姿を整理

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略
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３ 新たな住宅政策の５つの戦略

誰もがライフステージや暮らし方に応じて住まいを選び、安心して住み続けられる東京

住まうモノの視点：住宅ストック価値の最大化住まうヒトの視点：人生100年時代を謳歌する豊かな暮らし

戦略２ 高齢者・子育て世帯等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる民間住宅市場の形成

←全国計画で、公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の双方が住宅セーフティネットの柱として示された
都として都営住宅が中核、というスタンスは変わらないものの、セーフティネットの戦略が公的住宅だけの記載で問題ないか。

←企画部会において、「都は子育てが先でよい」という意見もいただいているので、子育てを前に

←戦略１が既存住宅（空き家）のみの話になってしまうと、目標２が不適切？（戦略２の要素が強い？）
もう少しだけ広くとらえるような表現に変えるか。

修正案
戦略３ 公的住宅と民間住宅の双方による住宅セーフティネットの構築と多世代が集う地域コミュニティの場の形成
戦略３ 公民連携による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
※「公民連携」という単語は全国計画でも使用
※現行住マスの防災の目標で、「公民が一体となって」という表現は使われている。
※ただ、どちらも公的住宅と民間住宅、ではなく主体としての公と民

戦略１ 空き家対策を発生前段階から空き家活用・次世代承継まで切れ目なく強化し、循環型住宅市場を実現

←「空き家対策」感を少し弱めたい…という意図

←みんなでサロン、近居支援等あるので、民間住宅市場と言っていいか。

（趣旨）目指す2050年代の住生活の姿から、バックキャストの視点で新たな住宅政策の５つの戦略を設定

戦略３ 公的住宅を住宅セーフティネットの一翼かつ多世代が集う地域コミュニティの場へ

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

（目指す2050年代の住生活の姿）

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

0930大月部会長

• アフォーダブルの観点は、８月の審議会において都議が結構

意見を言っていたが、入れなくてよいのか。今後議論がある

かもしれない。

0930大月部会長

• アフォーダブルの観点は、８月の審議会において都議が結構

意見を言っていたが、入れなくてよいのか。今後議論がある

かもしれない。

• 新たな住宅政策の５つの戦略の平仄については、都の考え

方で示した内容とできるかぎり合わせる方がよいとは思う。

戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる民間住宅市場の形成
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• 2050年代に目指す住生活の姿を実現するためには、個別の施策を積み上げるだけでなく、住宅政策全体を貫く共通の視点
を持ちながら施策を展開していくことが重要

• 人口・世帯構造の変化や価値観の多様化、気候変動やデジタル技術の進展など、先行きが不透明な時代においては、住宅
政策についても従来の枠組みにとらわれず、多様な主体と連携しながら柔軟かつ戦略的に取り組むことが必要

• このため、本答申では、住宅政策の展開に当たり、次の６つの視点を重視

① 都民目線（Well-being）の重視

東京に住む全ての人が、住宅の質や価格なども含め様々な面から
安心して住宅を確保できるよう、ライフステージや暮らし方の変化を
捉え、地域社会の中で安心して暮らし続けられるための必要な情報
や施策を確実に届ける。

４ 住宅政策の実効性を高めるための６つの視点

（趣旨）住宅政策の実効性を高めるために必要な、多様な主体の参画や仕組みの構築、まちづくり等との分野連携などを、全体を

貫く視点として設定

岡田めも
ひとまず「都の考え方」資料の記載に合わせる
※答申案の記載とは異なっているので要確認！！

② 多様な主体との連携

国、区市町村に加え、都市再生機構、東京都住宅供給公社、
民間事業者、地域などの多様な主体が、それぞれが適切な役割を
担い、連携して持続可能な体制や仕組みを構築することで施策の
実効性を高める。

③ まちづくり等との分野連携

地域特性に応じた豊かな暮らしを実現するため、地域の実情や暮
らしの実態を踏まえ、まちづくりや福祉分野等と連動した取組を展開
する。

④ 多様な政策手法の活用

施策効果の最大化を図るため、補助制度に加え、金融、税制、
公的ストックの活用など、多様な政策手法を組み合わせながら政策
を展開する。社会経済環境の変化に対応し、効果的かつ効率的な
施策を推進する。

⑤ ＤＸ・ＡＸの推進

担い手不足の解消や、複雑化・多様化する都民ニーズに的確に
対応するため、データに基づく課題分析や、最先端の技術等を活用
して効果的かつ効率的に施策を推進する。

⑥ 未来を見据えた柔軟な転換

既存の枠組みに捉われない柔軟な発想により、施策の実装を阻む
制度・慣行など構造的課題を洗い出し、規制改革など国への働きか
けも含めて検討する。

Ⅱ 目指す2050年代の住生活の姿と新たな住宅政策の戦略

0930大月部会長

• ６つの視点における都民目線（Well-being）の重視につい

ては、都民一人ひとりのためにというニュアンスがわかるように

なるとよい。アフォーダブルの観点もここに該当すると思う。

（確認事項）
幹部レク踏まえ、タイトル修正
「目指す2050年代の住生活の姿の実現に向けた」

「住宅政策の実効性を高めるための」
※場所はこのままでよいかどうか。
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Ⅲ 具体的な施策の方向
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新たな住宅政策の戦略における目標

戦略２ 高齢者・子育て世帯等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる民間住宅市場の形成

←全国計画で、公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の双方が住宅セーフティネットの柱として示された
都として都営住宅が中核、というスタンスは変わらないものの、セーフティネットの戦略が公的住宅だけの記載で問題ないか。

←企画部会において、「都は子育てが先でよい」という意見もいただいているので、子育てを前に

↑住宅も含め住宅市街地（戦略名と目標９と統一する）

←戦略１が既存住宅（空き家）のみの話になってしまうと、目標２が不適切？（戦略２の要素が強い？）
もう少しだけ広くとらえるような表現に変えるか。

修正案
戦略３ 公的住宅と民間住宅の双方による住宅セーフティネットの構築と多世代が集う地域コミュニティの場の形成
戦略３ 公民連携による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ
※「公民連携」という単語は全国計画でも使用
※現行住マスの防災の目標で、「公民が一体となって」という表現は使われている。
※ただ、どちらも公的住宅と民間住宅、ではなく主体としての公と民

戦略１ 空き家対策を発生前段階から空き家活用・次世代承継まで切れ目なく強化し、循環型住宅市場を実現

←「空き家対策」感を少し弱めたい…という意図

←みんなでサロン、近居支援等あるので、民間住宅市場と言っていいか。

（趣旨）具体的な施策展開の方向性を定めるに当たり、新たな住宅政策の戦略における目標を設定

戦略３ 公的住宅を住宅セーフティネットの一翼かつ多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標８ 安全・安心な住宅・住宅市街地の整備
目標９ 住宅市街地のゼロエミッション化

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

目標３ 子育てしやすい住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

目標５ 都民のライフステージ・スタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

住まうモノの視点：住宅ストック価値の最大化住まうヒトの視点：人生100年時代を謳歌する豊かな暮らし

Ⅲ 具体的な施策の方向

0930大月部会長

• 国の住生活基本計画（全国計画）では、住まうヒトの視点

と住まうモノの視点に分けて整理しているが、５つの戦略は、

ヒトの視点とモノの視点が混在している。戦略２と戦略３を

上に持っていけばヒト、モノがきれいに整理できるのではないか。

資料上は、このままでよいと思うが、今後議論が必要かと思う。

目標８ 世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

戦略３ 公民双方による住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

（確認事項）
• 戦略名、「公民双方による」は幹部の意向を確認でき
そうにないので、「重層的な」に変えるか。

• 目標６と７で分けた理由は何か。居住支援の観点等、
分けない方が良いものもあるのでは？（幹部レクでは
分けるイメージではなかった？）
目標で「公的（賃貸）住宅と民間（賃貸）住宅双方に
よる…」とするか。

• 目標の表現がアウトプットとアウトカムとでバラバラ
になってしまっているので要修正。

• ヒトとモノの視点の設定根拠は？これまでの整理であ
れば６７がヒトで８がモノ。ただ、戦略３はすべてヒ
トにしてもよいか。

（確認事項）
• 目標の表現がアウトプットとアウトカムとでバラバラになってしまってい
るので要修正。
目標９：適正な管理の促進、長寿命化で、良好な状態で長く使えるマン

ションストックを形成する的なもの（次世代承継の視点を入れ
る？）

目標10：老朽マンション等の円滑な再生による安全？良好？な居住環境の
形成的なもの

• （一応）国は一つも目標立てていない中で、都の特徴とは言え２つも立て
るか。また、目標２つにしては2050年代の姿がすごく薄い。

（確認事項）
• 結局「民間住宅市場の形成」はどうする？
→住まいを選択できる環境の実現

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

目標９：適正な管理の促進、長寿命化で、良好な状態で長く使えるマンションストックを形成する的
なもの（次世代承継の視点を入れる？）

未来へ継承されるマンションストックの形成
世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成
（適正な管理の促進による、とか入れる？）

目標10：老朽マンション等の円滑な再生による安全？良好？な居住環境の形成的なもの
老朽マンション等の再生による地域価値向上
（老朽）マンション（等）の円滑な再生による安全で良好な居住環境の形成

• 都市居住の基盤として世代を超えて継承されたマンションが地域と共生することで、まちの価値を高め続けている。
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（参考）東京都住宅政策審議会において審議した論点と新たな住宅政策の戦略と目標について

最近の住生活を取り巻く環境の変化
（住宅価格・外国人等）

既存住宅流通・空き家対策

子育て支援

住宅セーフティネット

マンション

住宅まちづくり

審議会・企画部会で議論した論点

子育てしやすい住環境の実現

高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

都民のライフステージ・スタイルに応じた多様な住まいの実現

住まいを適切に選択できる市場整備

住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

安全・安心な住宅市街地の整備

住宅市街地のゼロエミッション化

新たな住宅政策の戦略と目標

全体を貫く視点

都民目線
(Well-
Being)

多様な主体
の連携

まちづくり等
との分野連携

多様な政策
手法の展開

ＤＸ・ＡＸの
徹底活用

未来を見据え
た柔軟な転換

各論点において、委員より指摘された
通底される考え方

ゼロエミッション

防災・減災

ＡＩ・ＤＸ

住
ま
う
モ
ノ
の
視
点

住
ま
う
ヒ
ト
の
視
点

審議会・企画部会で議論した内容を、新たな住宅政策の戦略と目標に反映

戦略１

戦略２

戦略３

戦略４

戦略５

企画部会で提示予定

（本審では示さない）

今後修正

目標６ 公的住宅と民間住宅の双方による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

目標８ 世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成

老朽マンション等の再生による地域価値向上
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目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで

切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、今後10年間の施策展開の方向

性（案）を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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• 住宅の維持管理やリフォーム、売却・除却も含めた住まいの終活・相続が適切に行われ、様々な形で利活用されることで、長期

にわたって不在となる空き家が無くなっている。

• 多様な選択肢の中から自身に最適な住まいを安心して選択できるよう、住宅の価値や性能など、住まいに関する必要な情報が

可視化され、住宅ストックの循環システムが構築されている。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

目指す2050年代の住生活の姿

（趣旨）戦略における目指す2050年代の住生活の姿を提示

（参考）

各戦略について、以下のとおりの構成とする。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

• 2050年代の姿

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

（１）現状
（２）2035年度に向けた施策展開の方向性と施策・取組（案）

① 2035年度に向けた施策展開の方向性
② 施策・取組（案）

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

（１）現状
（２）2035年度に向けた施策展開の方向性と施策・取組（案）

① 2035年度に向けた施策展開の方向性
② 施策・取組（案）
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（趣旨）各目標に関連する現状を整理

• 都内には、将来的にも総世帯数を上回る住宅ストック数が存在見込み

• 都内の空き家は約90万戸。うち、長期不在等の空き家は約18万戸、主要部分が腐朽した空き家が約11万戸存在

• 今後空き家になるおそれがある「空き家予備軍」が、約100万戸存在

• 新築住宅への住替えを希望する人が既存住宅を希望しない理由として、「設備の老朽化」「耐震性」「隠れた不具合」等への

不安が多数

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

（１）現状

都の考え方

都の考え方

都の考え方

骨子案より

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 住宅ストックが市場を通じて次世代に円滑に承継されるよう、既存住宅市場での流

通促進、まちづくりとも連携した地域資源としての空き家の利活用、利活用見込みの

ない空き家の除却等に加え、空き家予備軍への対応を強化する必要がある。

• 地域の住宅ストックの状況や都民の住宅ニーズ等を踏まえ、区市町村等とも連携し、

住宅ストックを活用した地域の活性化に取り組む必要がある。

• 都内には、将来的にも総世帯数を上回る住宅ストック数が存在見込み

• 都内の空き家は約90万戸。うち、長期不在等の空き家は約18万戸、主要部分が腐朽した空き家が約11万戸存在

• 今後空き家になるおそれがある「空き家予備軍」が、約100万戸存在

• 新築住宅への住替えを希望する人が既存住宅を希望しない理由として、「設備の老朽化」「耐震性」「隠れた不具合」等への

不安が多数

• 空き家を住宅や地域活動の場として活用できる貴重な地域資源として捉え、空き家化の予防や適切な管理、利活用を進めて
いくことが必要
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（趣旨）前頁の「目指す2050年代の姿」及び「現状」、また、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、2035年度に向

けた今後10年間の施策展開の方向性と施策・取組（案）を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞

Ⅲ 具体的な施策の方向

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

• 市場を通じて住宅ストックを次世代へ円滑に引き継ぐため、既存住宅市場での流通促進、まちづくりとも連携した地域資源とし

ての空き家の利活用、利活用見込みのない空き家の除却等に加え、空き家予備軍※への対応を強化する必要がある。

• 地域の住宅ストックの状況や都民の住宅ニーズ等を踏まえ、区市町村等とも連携し、住宅ストックを活用した地域の活性化に

取り組む必要がある。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

（レク参考）

答申（R3.11）目標７ 空き家対策の推進による地域の活性化 「施策の方向性」

• 今後、高齢化の進展、人口・世帯数の減少が見込まれる中、都内においても依然として80 万戸を超える空き家が存在していることから、

区市町村や民間事業者と連携を図り、引き続き、適正管理、有効活用、発生抑制の３つを施策の柱とするとともに、都内における空き

家の現状や区市町村における対策の状況等を踏まえながら、区市町村による空き家の実態把握と計画的な対策の促進、空き家の状

況に応じた適時適切な対応、地域特性に応じまちづくり等と連携したメリハリある施策の展開などの視点から、今後の東京都の空き家施

策の方針を明らかにし、計画的かつ効果的に施策を展開していく必要がある。

現行住マス 目標７ 空き家対策の推進による地域の活性化 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 今後、高齢化の一層の進展、人口・世帯数の減少が見込まれる中、都内においても依然として80 万戸を超える空き家が存在していま

す。このため、区市町村や民間事業者と連携を図るとともに、適正管理、有効活用、発生抑制の３つを施策の柱としながら、区市町村

による空き家の実態把握と計画的な対策の推進、空き家の状況に応じた適時適切な対応、地域特性に応じたまちづくり等と連携したメ

リハリある施策の展開などの視点から、今後の都の空き家施策の方針を明らかにし、計画的かつ効果的に施策を展開していきます。

（レク参考）

答申（R3.11）目標10 都市づくりと一体となった団地の再生 「施策の方向性」 公共住宅をはじめとする住宅団地を地域の活性化等

のための貴重な資源と捉え、区市町村や各管理者が連携し、民間の活力も生かしながら、利便性が高く生活しやすい環境を整えるととも

に、都市づくりに活用していくことが必要である。

• 耐震化やバリアフリー化、生活支援施設や広域的な拠点機能の整備、多様な世代の居住によるコミュニティの活性化や居場所づくりなど、

ハード・ソフト両面からの取組が必要である。

現行住マス 目標10 都市づくりと一体となった団地の再生 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 公共住宅をはじめとする住宅団地を地域の活性化等のための貴重な資源と捉え、区市町村や各管理者が連携し、民間の活力もいかし

ながら、利便性が高く生活しやすい環境を整えるとともに、都市づくりに活用していきます。

• 耐震化やバリアフリー化、生活支援施設や広域的な拠点機能の整備、多様な世代の居住によるコミュニティの活性化や居場所づくりなど、

ハード・ソフト両面から団地の再生に取り組んでいきます。

←松本先生の意見も踏まえて記載

• 住宅の需要や空き家の状態等は、都心、多摩エリア、さらに町村部など

地域によって全く異なる状況である。今後、今まで以上に地域差が出て

くるということを考えていく必要がある。

※団地再生、まちづくり要素も含められるような表現を意識。

【既存住宅市場での流通促進】

1. 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、インスペクションや住宅
履歴情報の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や
価格（リフォーム費用や売買価格の妥当性）などをわかりやすく見える化することが必要

2. 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー
向上の取組が必要

3. 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させる
システムの構築にも取り組む必要

4. 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効
果的

5. 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取
組が必要

2050年代の姿
• 住宅の維持管理やリフォーム、売却・除却も含めた住まいの終活及び

相続が適切に行われ、様々な形で利活用されることで、長期にわたっ
て不在となる空き家が無くなっている。

人口減少局面を見据え、「つくっては壊す」から「長く大切に使う」発想へ転換し、住宅ス
トックを社会的資産として最大限活用する取組を推進する必要がある。空き家予備軍への対応
や空き家の利活用等を進めるとともに、地域資源としての活用やまちづくりとの連携を図るべ
き。また、都営住宅等の公的住宅については、建替えに加え長寿命化や性能向上を進めながら
有効活用を図るとともに、地域に開かれた公的資源として活用することで、住宅ストックの循
環利用と次世代への継承を推進する必要がある。

【まちづくりとも連携した地域資源としての空き家の利活用】

6. 住環境の悪化を軽減していくために、地域の長期不在等の空き家を抑制する政策を区市町村と連携
して取り組むことが重要。また、既存不適格の物件や接道条件の悪いエリアの建物など活用が難しい
空き家を使えるようにするための検討が必要

7. 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢
を提示することが必要

8. 子育てのニーズは世代や地域で大きく異なり、家の中だけでは子育てが完結しないので、近所の空き
家、地域の公共スペースなども活用し、子育てに適した住環境の整備が必要

9. アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、
供給を誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要 ※再
掲

【利活用見込みがない空き家の除却等】

10. 都市計画と連動して接道条件が悪い木造密集地域などの危険なエリアを絞り、空き家の改修や除却
を集中的に支援すると効果的

【空き家予備軍への対応】

11. 住替え需要が見込まれる高齢化率が高く空き家予備軍が多いエリアを想定し、空き家予備軍世帯の
住替えと転居後の子育て世帯向け住宅などに改修する支援を組み合わせた空き家対策の仕組を検
討すべき。

12. 住まいの終活だけでなく、子供が独立した段階などで、自然に住み替えや断捨離を検討できる機会の
提供が必要。また、世帯構成の変化に伴い、住宅をどうサイズダウンしていくか、いかに手放しやすくして
いくか、というカルチャーを作ることが重要

13. 相続登記の申請が義務化されたので、相続人や推定相続人の意識の変化を促すとともに、相続段
階における空き家予備軍の備えについての相談支援の充実が必要

【都と区市町村との役割分担、その他】

14. 空き家の実態把握や所有者とのコミュニケーションは区市町村が行い、都は区市町村のデータを横断
的に分析してフィードバックや、専門家の確保、制度上の課題対応など、広域的自治体としての役割
分担が必要

15. 倒壊のおそれのある空き家に対する固定資産税の減免取消や、京都市のような空き家への課税など、
税制面からも対策が必要

16. マーケットが好調の中、税制によるインセンティブが必要か慎重に検討が必要

住宅まちづくり

1. 住宅の立地や住環境をどうしていくのかを考え、まちづくりと一体となって取り組むことが重要。その際、今
後の人口減少や災害リスクなども踏まえ、都市政策の上位計画において、考え方等を位置付けること
も必要

2. ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異なる。
区市町村が都市計画マスタープラン等で、どのような市街地を形成するのかをまちづくりの視点から示す
ことが重要であり、そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で意見交換・協議できる体制の
構築が必要

3. 郊外の戸建住宅団地について、高齢化や空き家の増加などの課題があることから、今後のあり方につ
いて検討が必要。その際、利便性等の客観的指標だけではなく、地域住民の主体的な活動状況等
も考慮すべき。

4. 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考える必要があ
る。

5. 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を一体的にデ
ザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住民同士のコミュニケーショ
ンにより、地域力の強化にもつながる。

6. 今後、駐車場需要の減少が見込まれるため、空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづく
りと連携することで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやすい住環境整備や、
高齢化社会に対応したウォーカブルなまちづくりにもつながる。

※空き家予備軍…65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家

目標１ 住宅ストックの利活用等の推進による地域の活性化

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効果的

• 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取組が必要

• 地域の長期不在等の空き家を抑制する政策を区市町村と連携して取り組むことが重要

• 既存不適格の物件や接道条件の悪いエリアの建物など活用が難しい空き家を使えるようにするための検討が必要

• 空き家の活用に向けて、定期借家等を活用した取組や住宅用途以外での活用など、様々な選択肢を提示することが必要

• 近所の空き家、地域の公共スペースなども活用し、子育てに適した住環境の整備が必要

• 都市計画と連動して接道条件が悪い木造密集地域などの危険なエリアを絞り、空き家の改修や除却を集中的に支援すると効果的

• 住替え需要が見込まれる高齢化率が高く空き家予備軍が多いエリアを想定し、空き家予備軍世帯の住替えと転居後の子育て世帯向け住宅などに改修する支援

を組み合わせた空き家対策の仕組を検討すべき。

• 住まいの終活だけでなく、子供が独立した段階などで、自然に住み替えや断捨離を検討できる機会の提供が必要

• 相続人や推定相続人の意識の変化を促すとともに、相続段階における空き家予備軍の備えについての相談支援の充実が必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 相続物件の大量発生を見据え、空き家になる前からの早期の働きかけを検討・強化

• 中古住宅の改修等により「質を高めてつなぐ」、世代を超えて受け継がれる循環型の住まいを実現

各目標修正
本審では「施策イメージ」
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• 新築住宅への住替えを希望する人が既存住宅を希望しない理由として、「設備の老朽化」「耐震性」「隠れた不具合」等への

不安が挙げられている

• 相続登記がされていない空き家は権利関係が不透明であるため、市場での流通や利活用が困難

• 住宅価格は、建設費の上昇等に加え、新築マンションの供給戸数の減少により、上昇傾向である。また、短期転売など投機的

取引が価格上昇の一因との指摘もある。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

・中間報告
・問題となっている現状ではなく、改善
している現状も載せる？（方向性に直接
つながっていない）

R8.2.6企画部会資料ｐ１６

中間報告

都の考え

第２回審議会委員意見→どうやって裏を
取る？

都の考え（戦略ラインの資料にグラフ）

都の考え

• 住宅性能に関する情報（一定基準以上の良質な住宅であることなど）が明示された住宅

の既存住宅に占める割合やリフォームの実施が伸び悩んでいる。

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 住宅の性能や管理状況、価格等の情報を分かりやすく見える化することで、都民の不安

を解消し、ライフステージやライフスタイルに応じた住まいを適切に選択できる市場環境の

整備が必要である。

• 住宅所有者に対する、相談から提案まで一気通貫で行う相談体制の整備や、デジタル

技術等も活用した情報発信による住生活リテラシー向上の取組により、既存住宅ストック

を流通させるシステムの構築が必要である。

• 住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、

その抑制に向け、住宅価格の動向等も注視し、対策を検討する必要がある。「住む人の

ための住宅」が、市場において適切に供給されるという視点が求められる。

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

（１）現状
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 住宅の性能や管理状況、価格等の情報を分かりやすく見える化することで、都民の不安を解消し、ライフステージやライフスタイル

に応じた住まいを適切に選択できる市場環境の整備が必要である。

• 住宅所有者等に対する、相談から提案まで一気通貫で行う相談体制の整備や相続等の手続きに係る支援、デジタル技術等

も活用した情報発信による住生活リテラシー向上の取組などにより、既存住宅ストックを流通させる仕組みの構築が必要である。

• 住宅価格は、市場における需要と供給の関係など、様々な要因により形成される。空き家を含む既存住宅の流通を一層促進

するなど、世帯数を上回る都内の住宅ストックの活用を図ることが必要である。

• 住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、その抑制に向け、住宅価格の動向等

も注視し、対策を検討する必要がある。

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

（レク参考）

答申（R3.11）目標８ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の実現 「施策の方向性」

• これまでの「住宅をつくっては壊す」社会から、「いい住宅をつくり、きちんと手入れして、長く大切に使う」社会への移行、すなわち、循環型の

住宅市場の形成に向けて、住宅ストックの質の向上と流通促進、住宅に係る取引の安全・安心の確保を図るための市場環境整備に取

り組む必要がある。

• その際、市場環境は国の法制・税制に大きく影響を受けることから、東京都としては、国における施策展開を注視しつつ必要な事項を要

請するとともに、国の各種施策の都内での普及や地域工務店等との連携など、地域に根差した施策を展開すべきである。

• 東京都が供給促進を図る民間住宅に関わる制度については、社会変化や都民ニーズを的確に捉えて、制度の拡充や見直しなどに弾力

的に対応するなど、民間市場での着実な供給・普及を促し、都民が良質な住宅を選択できる市場環境整備を図る必要がある。

現行住マス 目標８ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の実現 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• これまでの「住宅をつくっては壊す」社会から、「いい住宅をつくり、きちんと手入れして、長く大切に使う」社会への移行、すなわち、循環型の

住宅市場の形成に向けて、住宅ストックの質の向上と流通促進、住宅に係る取引の安全・安心の確保を図るための市場環境を整備し

ていきます。

• その際、市場環境は国の法制・税制に大きく影響を受けることから、都としては、国における施策展開を注視しつつ必要な事項を要請す

るとともに、国の各種制度の普及や地域工務店等との連携など、地域に根差した施策を展開していきます。

• 民間市場において良質な住宅の着実な供給・普及を促すため、都民ニーズや社会変化を的確に捉え、制度の拡充や見直しなどを弾力

的に行い、都民が良質な住宅を選択できる市場環境を整備していきます。

• 中古住宅の改修等により「質を高めてつなぐ」、世代を超えて受け継がれる循環型の住まいを実現すべき

• 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させるべき

• 新築マンションの供給量の減少が価格上昇につながっていると言われている中、地域性も踏まえながら、空き家や既存ストックの

活用を一層促進することにより、様々な選択肢を増やすべき

• 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流通支援、所有する住宅の

価値が適切に評価されるようインスペクションなどを進めていくべき

• 適切な住宅選択に資するための情報発信については、既存施策も含め、都の取組を必要としている方々にいかに伝えられるか

を念頭に検討すべき

• 相続登記等が適切に行われ、空き家の市場流通を促進していくべき

• 住宅価格は市場における需要と供給の両面で様々な要因が影響。世帯数を上回って存在する既存住宅ストックを活用し、流

通促進を図るべき

• 国や業界団体等の取組やその効果等を注視しながら議論していくべき

都民がライフステージやライフスタイルに応じて適切な住まいを選択できるよう、
住宅の性能や管理状況、価格等に関する情報の見える化を進めるとともに、住まい
に関する相談体制や情報提供の充実を図る必要がある。また、DXを活用しながら、
多様な住宅や住宅支援制度等に関する情報を分かりやすく提供することで、都民の
適切な住宅選択を支える市場環境の整備を推進する必要がある。

【既存住宅市場での流通促進】

1. 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、インスペクションや住宅
履歴情報の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や
価格（リフォーム費用や売買価格の妥当性）などをわかりやすく見える化することが必要

2. 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー
向上の取組が必要

3. 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させる
システムの構築にも取り組む必要

4. 空き家に対してビジネスとしてのインセンティブがある買取再販事業者やサブリース事業者との連携が効
果的

5. 戸建住宅のＤＩＹ賃貸など、所有者のコストも下げつつ、子育て世帯に戸建て賃貸を普及させる取
組が必要

2050年代の姿
• 多様な選択肢の中から自身に最適な住まいを安心して選択できるよう、住宅の価値や性能など、住まいに関する必要な情報が

可視化され、住宅ストックの循環システムが構築されている。

【住宅価格の上昇に対する考え方など】

1. 住宅価格や家賃には様々な要素が影響するが、最終的には市場における需要と供給のバランスで決
定される。

2. 投機的な取引は望ましくはないが、投資と投機を厳密に分けることは現実的には困難であることから、
不動産の転売規制などの強い介入は適切ではない。

3. 不動産価格の高騰は、外国人による購入が要因の一つと言われているが、国内の個人・法人による
資産保有やセカンドハウス目的の取得も増えているのが実態

4. 中長期在留の外国人による実需としての住宅取得が進む可能性がある。そのため、居住を伴わない
投資目的の取得への対策にあたっては、外国人、日本人を問わず検討が必要ではないか。

5. 住宅政策が、どのような理由で価格に関して市場に介入するのか大義名分が必要。短期保有への課
税強化など、投機的な取引に対する税制面での対応も考えられるが、制度設計は難しい。

6. 国土交通省が新築マンションの取引状況について調査を実施したが、短期転売等の実態把握には
至っていない。

7. 国や業界団体等の取組やその効果等を注視しながら議論していく必要がある。

8. 新築マンションの供給量の減少が価格上昇につながっていると言われている中、地域性も踏まえながら、
空き家や既存ストックの活用を一層促進することにより、様々な選択肢を増やすことが重要

9. 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流
通支援、所有する住宅の価値が適切に評価されるようインスペクションなどを進めることが重要

10. アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、
供給を誘導していくべきではないか。また、計画的な取組や考え方を広く示していくことが重要

11. 適切な住宅選択に資するための情報発信については、既存施策も含め、都の取組を必要としている
方々にいかに伝えられるかが大事

ＡＩ・ＤＸ

1. 今後単身高齢者が増加することを踏まえ、一般賃貸住宅におけるスマートメーター等ＩｏＴを活用し
た見守りサービスの普及促進に向けた検討が必要

2. デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、
プラットフォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信していくことが重要

3. ＡＩの活用やＤＸの推進は重要である一方で、建築分野では当面ＡＩに代替できない現場人材が
不足しているため、人材の確保も重要

←住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、その抑制に向け、住宅価格の動向等
も注視し、対策を検討する必要である。 ←このフレーズを施策展開の方向性に記載するかどうか要検討（本審での意見を踏ま
え記載。）

「住む人のための住宅」が、市場において適切に供給されるという視点が求められる。 ←本審野澤先生意見踏まえ記載。
（前段の「投機」に対しての記載としているが、つながりが悪いか…）
• 非居住者の所有による空き家や空室の増加により、マンション管理上の問題や都市の空洞化等の問題が発生

する。東京都全体の成長阻害や、災害対応力やコミュニティの維持・活性化にも影響するため、長期的な視
点での前向きな施策検討をするべき。

• 住宅価格や家賃が上昇する中で、「住む人のための住宅」増やすという視点が必要。住宅が箱として流通・
利活用されるだけではなく、「住む人のための住宅」が適切に供給・流通・利活用されるという視点を入れ
るべき。

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）
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Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略１ 空き家の発生前段階から活用・次世代承継まで切れ目ない対策を強化し、循環型住宅市場を実現

目標２ 住まいを適切に選択できる市場整備

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• インスペクションや住宅履歴情報の作成に加えて、住宅の質（管理の状態、老朽化の状況、耐震性、省エネ性能など）や価格（リフォーム費用や売買価格の妥

当性）などをわかりやすく見える化することが必要

• 空き家所有者や消費者に対するセミナーや総合相談など、各種の情報発信による住生活リテラシー向上の取組が必要

• 空き家所有者に対し各専門家と一緒に相談からアウトリーチ型提案まで一気通貫で行い、流通させるシステムの構築にも取り組む必要

• デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、プラットフォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信

していくことが重要

• 住宅価格や家賃には様々な要素が影響するが、最終的には市場における需要と供給のバランスで決定される。

• 投機的な取引は望ましくはないが、投資と投機を厳密に分けることは現実的には困難であることから、不動産の転売規制などの強い介入は適切ではない。

• 子供が独立した後に住み替えやすくするための仕組みや、相続放棄を防ぐためのワンストップ相談・流通支援、所有する住宅の価値が適切に評価されるようインスペ

クションなどを進めることが重要

• 適切な住宅選択に資するための情報発信については、既存施策も含め、都の取組を必要としている方々にいかに伝えられるかが大事

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 消費者の不安を解消し、ニーズに合った住宅とのマッチングを円滑に進めるため、住宅の質の見える化を推進

• 住宅は都民の生活の基盤であり、実需に基づかない投機的取引は好ましくないことから、その抑制に向け、住宅価格の動向等も注視し、対策を検討
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目標３ 子育てしやすい住環境の実現

目標４ 高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

目標５ 都民のライフステージ・スタイルに応じた多様な住まいの実現

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心して

ニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、今後10年間の施策展開の方向

性（案）を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 子育てを社会全体で支える住環境が整っており、子育て世帯が負担や不安を感じることなく、余暇や仕事に充実した日々を過

ごしている。

• 高齢者の誰もが、社会から孤立することなく人生100年時代を謳歌し、ライフスタイルにあった住まいへの円滑な住替えやリフォー

ムを実施しながら、自分らしくいきいきと健康に暮らしている。

• 都民の住まいの選択肢が充実することで、誰もが時々のライフスタイルや世帯属性に適した住まいを確保することができ、一人ひ

とりが地域社会の一員として自分らしく暮らし、活躍できる社会が実現している。

目指す2050年代の住生活の姿
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• 夫婦と子供からなる世帯は約159万世帯、共働き世帯の割合は６割超と、子育て世帯のライフスタイルが大きく変化

• 夫婦と18歳未満の子供からなる世帯の約４割が70㎡未満の住宅に居住しており、子育てに適した広さの住宅の確保が課題

• 70㎡以上の住宅ストックは、持ち家が約210万戸存在する一方、借家は約34万戸にとどまっており、子育て世帯が希望する

広さの住宅を賃貸住宅で確保しにくい状況

• 子育てで重要な項目の第１位は「広さや間取り」（国の住生活総合調査）

• 乳幼児の日常生活における事故の約７割が住宅等で発生しており、住宅内における安全性への配慮が重要

• 保護者の約７割が子育てに関する悩みや不安を抱えており、不安や悩みの相談相手はいることで孤独感が低減するとの調査

結果も示されているため、地域における交流や支え合いの仕組みを通じて、孤立することなく安心して子育てができる住環境の

整備が重要

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

中間報告

中間報告

都の考え方

中間報告など

企画部会資料

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 子育て世帯が、多様化するニーズに応じて適切に住まいを選択できるよう、 様々な主体と

連携し、既存住宅ストック等を活用しながら、子育てに配慮した住宅供給を進める必要が

ある。

• 地域資源の活用や多様な主体との連携によるコミュニティ形成を進めることにより、地域全

体で子育てを支え、子育て世帯が安心して暮らすことができる住環境の実現を図る必要が

ある。また、地域性も加味した子育てしやすい住環境の形成を誘導することが必要である。

• 子育て支援の充実のため、福祉サービスや空き家施策等との分野横断的な連携を強化し

ていく必要がある。また、他分野と連動した取組や各主体における様々な取組が都民に分

かりやすく届くよう、情報発信の強化も必要である。

目標３ 子育てしやすい住環境の実現

（１）現状
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 子育て世帯が、多様化するニーズに応じて適切に住まいを選択できるよう、 様々な主体と連携し、既存住宅ストック等を活用し

ながら、子育てに配慮した住宅やアフォーダブルで良質な住宅の供給誘導を進める必要がある。

• 地域資源の活用や多様な主体との連携によるコミュニティ形成を進めることにより、地域全体で子育てを支え、子育て世帯が安

心して暮らすことができる住環境の実現を図る必要がある。また、地域性も加味した子育てしやすい住環境の形成を誘導するこ

とが必要である。

• 地域にある公的施設や民間サービスを活用した子育て支援の充実のため、福祉やまちづくり等との分野横断的な連携を強化し

ていく必要がある。また、他分野と連動した取組や各主体における様々な取組が都民に分かりやすく届くよう、情報発信の強化

も必要である。

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

（レク参考）

答申（R3.11） 目標４ 住まいにおける子育て環境の向上 「施策の方向性」

• 子育てに適した民間住宅の供給促進、公共住宅の建替え等に当たっての子育て支援施設の整備促進、近居や多世代同居の促進な

どにより、多様な世代によるコミュニティの中で、子供が健やかに育つことができ、子供を産み育てようと思えるような子育てしやすい環境を

充実していく必要がある。

現行住マス 目標４ 住まいにおける子育て環境の向上 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 子育てに適した民間住宅の供給促進や、公共住宅の建替え等に当たっての子育て支援施設の整備促進のほか、ニーズに応じた近居等

の支援などにより、福祉サービス等とも連携を図りながら、多様な世代からなるコミュニティの中で、子供が健やかに育つことができるなど、子

供を産み育てようと思えるような子育てしやすい環境を充実させていきます。

• 出産や子どもの成長などライフステージに応じて、ひとり親世帯を含め子育て世帯が間取りや広さなどニーズにあった住宅を選択し

やすくなるよう、民間事業者や東京都住宅供給公社等と連携しながら、様々なタイプの住宅供給を推進するべき。

• 子供の数や成長段階に応じて広さ等が確保されたアフォーダブルで良質な住まいを提供していくべき

• 住宅供給にあたっては、住宅価格の上昇などを踏まえ、空き家や既存住宅ストックの活用を本格的に推進するべき。

• 親世帯が子世帯の近くへ転居するなどの住み替えを促すとともに、住み替え後の既存住宅を子育て世帯のニーズに合わせた改

修を支援することにより、空き家の増加抑制・既存住宅の流通促進につなげていくべき

• 子育て世帯の価値観の多様化しており、それぞれに応じたきめ細かい支援をすべき。

• 子育て支援施策を充実するためには、地域にある機能やサービスをつなぎあわせる視点が重要であり、住まいを福祉や他の施策

と連動させ、そのことが消費者にわかりやすく伝わるよう情報提供の強化をすべき。

• 子育て世帯が安心して暮らせるよう、地域のコミュニティ形成により地域で支え合うことなど、広い意味での住環境形成に取り組

むべき

• 子育てのかたちや必要となる住宅は地域によって異なる。子育てする上での地域ごとの魅力や特徴を示すことにより、区市町村

や住宅事業者など様々な主体と連携して、地域性も加味した、子育てしやすい住環境の形成を誘導していくべき

目標３ 子育てしやすい住環境の実現

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）
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Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

目標３ 子育てしやすい住環境の実現

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 民間事業者や東京都住宅供給公社等と連携しながら、様々なタイプの住宅供給が必要

• 東京こどもすくすく住宅の普及拡大を図るとともに、既存改修（戸建住宅）を増やしていくには耐震改修を含めた支援について一層の情報提供が重要

• 空き家や既存ストックの活用を本格的に推進していくことが重要。（略）耐震化を前提としつつ、改修に対する積極的な支援や、空き家施策などとの連携が必要

（耐震化、断熱改修、ＤＩＹ型賃貸、中古住宅のリノベーションなど）。また、安心して中古住宅を選択できるよう、専門家と連携できる環境が必要

• 親世帯が子世帯の近くへ転居するなどの住み替えを促すとともに、住み替え後の既存住宅を子育て世帯のニーズに合わせた改修を支援することにより、空き家の増

加抑制・既存住宅の流通促進につなげていくことが考えられる。

• アフォーダブル住宅については、対象世帯や地域性等も考慮しながら、既存住宅ストックなども活用して、供給を誘導していくべきではないか。

• 各主体が様々な取組をしており子育てやコミュニティ形成に資する良い取組事例を横展開する視点も重要

• 既存の地域資源やプレイヤーをつなぎあわせることにより、取組の継続性が期待できる。既成市街地においては、近所の空き家、地域の公共スペースなどの活用や、

地元に詳しい不動産事業者や工務店、ＮＰＯ等との連携する等の工夫も有効

• 子育てする上での地域ごとの魅力や特徴を示すことにより、区市町村や住宅事業者など様々な主体と連携して、地域性も加味した、子育てしやすい住環境の形成

を誘導していくことができるのではないか。

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 高齢者や子育て世帯、外国人等が、それぞれのニーズに応じて住まいを選択できるよう、公的住宅の活用のみならず、民間住宅市場における多様な受け皿を拡大
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• 今後、単身高齢世帯が大幅に増加する見込み。また、高齢者の約８割は要介護（要支援）認定を受けていない自立した高
齢者であり、住み慣れた地域で健康に暮らし続けられる住環境の整備が重要

• 持ち家では65歳以上の夫婦のみ世帯の約35％が100㎡以上の住宅に居住し、単身世帯の約55％が70㎡以上の住宅に居

住、賃貸住宅は、65歳以上の夫婦のみ世帯の約20％が70㎡以上の住宅に、単身世帯の約20％が50㎡以上の住宅に居

住しており、高齢者が比較的広い住宅ストックを保有・利用している状況

• 単身高齢者は他の世代と比べて会話頻度が低い傾向にあり、会話頻度が低い者ほど孤独を感じやすく、抑うつ傾向も高くなるた

め、高齢者が地域とのつながりを持ちながら安心して暮らせる環境づくりが重要

• 高齢者が現在の地域で住み続けるために必要なものとして、「かかりつけ医等健康面での受け皿」や「近所の人との支え合い」が

高い割合を占め、住まいや地域に求める環境として、「医療・介護サービスを受けやすいこと」や「移動や買い物の利便性」を重視

• 住宅面では、「高齢者への配慮（段差がない等）」への不満が最も高く、「収納の使い勝手」や「断熱性」も課題。また、高齢者

の事故の６割以上が住戸内で発生しており、住宅のバリアフリー化や性能向上が必要

• ニーズに応じた住宅への住替えについて、現在、意向がある高齢者は４割いるが、実際に住替えを行った者は１割未満

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

住宅事情

中間報告

中間報告

住宅事情

住宅事情

住宅事情

セーフティ？

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 地域において、高齢者の生活スタイルや介護度等に応じた多様な

住まいの選択肢を充実させるとともに、地域福祉等とも連携しながら、

高齢者が住まいにおいて日常生活へのサポートなどが適切に受けら

れる環境の整備が必要である。

• 高齢者向けの住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活

用を図るとともに、高齢になって自宅に住み続ける場合のバリアフリー

改修やヒートショック対策も必要である。

• 自立した高齢者の住替えを進める上では、新たな住まい方のメリット

等について発信していく必要がある。また、公的機関が関与する住

替えの仕組みなど、高齢者が安心して住替えられる環境の整備が

必要である。

目標４ 高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

（１）現状
R5住調 用語の解説
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 地域において、元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせるよう見守りやコミュニティ形成にも配慮された住宅や、介護を要する

状態になっても安心して暮らし続けることができるサービス付きの住まいなど、高齢者の生活スタイルや介護度等に応じた多様な

住まいの選択肢の充実が必要である。

• 地域福祉等とも連携しながら、高齢者が住まいにおいて日常生活へのサポートなどが適切に受けられる環境の整備が必要であ

る。ＩＣＴ等を活用した見守りについては、孤独死防止に限らず、高齢者の支援者のサポートのための活用が必要である。

• 高齢者向け住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活用を図るとともに、自宅に住み続ける場合のバリアフリー改修

やヒートショック対策も必要である。

• 自立した高齢者の住替えを進める上では、新たな住まい方のメリット等について発信していく必要がある。また、公的機関が関与

する住替えの仕組みなど、高齢者が安心して住み替えられる環境の整備が必要である。

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

左記の意見まとめに関連する住マス記載施策内容（案）

SN30．

• 元気で自立した高齢者の住まいの選択肢の充実に向け、見守りや防犯対策などの安全・

安心機能を備え、入居者同士や地域とのコミュニティ形成にも配慮された高齢者いきいき

住宅の普及を促進します。【新規】R８開始

• 高齢者の孤立防止・空き室の活用・若者の住居費負担の軽減を同時に実現し、世代間

共助（近助）の住まい方を東京に定着させていきます。【新規】R９開始予定

• 公社住宅の建替えに当たって、その一部を高齢者が比較的低廉な負担で住み続けられ、

バリアフリーや見守りにも配慮された高齢者向け住宅「JKKシニア住宅」として整備します。

【更新】

• 公社住宅の建替えに当たって、その一部を高齢者が比較的低廉な負担で住み続けられ、

バリアフリーや見守りにも配慮された高齢者向け住宅「JKKシニア住宅」として整備します。

• 都市開発諸制度を活用する都市開発の機会を捉え、高齢者福祉施設の整備を促進しま

す。【継続】

SN34．

• 高齢者の円滑な住み替えを支援するため、民間事業者の取組や、区市町村、居住支援

協議会と連携した取組について、普及啓発を図ります。【】

• 公社住宅において、世代間で助け合いながら安心して暮らせるよう、高齢者世帯の親族が

近くに住む近居支援制度の充実を図ります。さらに、ライフスタイルの変化に合わせて、長く

公社住宅に居住する高齢者がより低廉な住宅へ円滑に住み替えできるよう支援する「長

期居住高齢者向け住みかえ登録制度」やあき家先着順募集における「高齢者等優先申

込制度」の活用等により高齢者の居住の安定を図ります。

SN37．

• 高齢者が元気で自ら判断できるうちに住まいを円滑に次の世代へ引き継ぐための準備を行

う、いわゆる「住まいの終活」などを支援するため、法律や建築等の専門家や福祉サービス

等を提供する企業やＮＰＯ等と連携した取組を進めます。空き家予備軍の持ち家の空き

家化を防ぎ、市場に流通させる後押しを徹底するため、住み替えや持ち家活用等の住まい

の悩み事を抱える方をフルサポートする相談体制を構築します。

SN38．

• 所管回答では該当なし（上記のSN37に係る施策内容で対応？）

【中間報告意見まとめから施策展開の方向性に係ると思われる意見まとめを抜粋】

SN30．地域において、高齢者の生活スタイルや介護度等に応じた多様な住まいの選択肢

の充実を図るべきである。元気で自立した高齢者がいきいきと暮らせるよう、見守りやコミュニ

ティ形成にも配慮された住宅や、介護を要する状態になっても安心して暮らし続けることがで

きるサービス付きの住まいなど、ニーズに応じた住環境の整備を進めるべき

SN31.併せて、地域福祉等とも連携しながら、高齢者が住まいにおいて日常生活へのサ

ポートなどが適切に受けられる環境の整備が必要。ＩＣＴによる見守りについては「孤独死

防止」に限らず、高齢者の支援者のサポートのための活用も後押しすべき。

SN32.高齢者向け住宅の供給に当たっては、既存住宅ストックの有効活用を図るとともに、

自宅に住み続ける場合のバリアフリー改修やヒートショック対策も重要

SN34．高齢者が元気なうちに自らの意思で住み替えることができるよう検討すべき

SN35.自立した高齢者の住替えを進める上では、Well-Beingの拡大など新たな住まい方

のメリット等について発信して訴求力を高めていくべき。

SN37．公的機関が関与する住替えの仕組みなど、高齢者が安心して住み替えられる環境

を整備するべき

SN38．メリットやリスクを理解した上で、自身の資産を活用して、高齢期の暮らしを充実さ

せるべき

（レク参考）

答申（R3.11） 目標５ 高齢者の居住の安定 「施策の方向性」

• 高齢者が、住み慣れた地域において多様な世代によるコミュニティの中で安心して住み続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構

築に向け、バリアフリー化され生活支援サービスを備えるなど高齢者のニーズに応じた住宅の供給を、地域の実情を踏まえ、各地で促進す

る必要がある。また、公共住宅において、建替え等に当たっての高齢者福祉施設等の整備促進、安否確認や見守り、地域の交流の場

となる居場所づくりなどを進める必要がある。さらに、高齢者向け住宅等への円滑な転居、近居や多世代同居を容易にする環境整備など

を進める必要がある。

現行住マス 目標５ 高齢者の居住の安定 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 地域包括ケアシステムのもと、高齢者が、住み慣れた地域において多様な世代からなるコミュニティの中で安心して住み続けることができる

よう、バリアフリー化され生活支援サービスを備えるなど、高齢者のニーズに応じた住宅の供給を促進していきます。

• 公共住宅において、建替え等に併せた高齢者福祉施設等の整備のほか、安否確認や見守り、地域の交流の場となる居場所づくりなどを

進めます。また、高齢者向け住宅等への円滑な転居、親世帯と子世帯の近居等を容易にする環境整備などを進めていきます

目標４ 高齢者が安心して暮らせる住環境の整備

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

要修正

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 住替え先への民間の支援には、相談者が安心して相談できるよう、行政と連携した相談会等の実施も考えられる

• 公的機関が関与する住替えの仕組みなど、高齢者が安心して住み替えられる環境の整備が必要

• メリットやリスクを理解した上で、自身の資産を活用して、高齢期の暮らしを充実させることは重要

• 今後単身高齢者が増加することを踏まえ、一般賃貸住宅におけるスマートメーター等ＩｏＴを活用した見守りサービスの普及促進に向けた検討が必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 高齢者や子育て世帯、外国人等が、それぞれのニーズに応じて住まいを選択できるよう、公的住宅の活用のみならず、民間住宅市場における多様な受け皿を拡大

（再掲）

• 住まい探しから入居後のサポートまで切れ目なく支える仕組みを整備
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• 都では、世帯構成が多様化しており、世帯数は2035年頃まで増加すると見込まれる一方、一世帯当たりの人員は減少を続け

ており、単身世帯が大きな割合を占める状況

• 少子高齢化の進展に加え、共働き世帯の増加やライフスタイルの多様化、外国人人口の増加など、都民を取り巻く社会経済状

況は大きく変化。

• 都心においては、日本経済の中枢機能を担う国際ビジネス交流ゾーンが存在しており、多摩地域においては、鉄道ネットワークの

高い結節性をもつ中核的な拠点等を中心に商業・業務機能が立地するとともに、豊かな住環境を有する住宅地や緑が広がるな

ど、都内でも地域ごとに特性が異なっている。

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

Ⅲ 具体的な施策の方向

企画部会資料

方向性の「自治会やマンションの管理組合等の担い
手を含めた体制づくり」に対する現状が欲しい

中間報告

中間報告など

子育てや高齢者の意向アンケートはある
が、若年層や外国人のアンケート結果は
ある？

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 子育て世帯や高齢者をはじめ、外国人、若者、障害者等、東京に居住する全ての人

が、それぞれのニーズに応じた住まいを（過度な負担なく安心して）確保できるよう、

既存住宅ストックを最大限活用し、住まいの選択肢を充実させていく必要がある。

• 共生社会の実現に向け、多様化する居住実態を丁寧に把握した上で、様々な主体

と連携し、交流や相互理解を促進するための取組や、自治会やマンションの管理組合

等の担い手を含めた体制づくりを進める必要がある。

目標５ 都民のライフステージ・スタイルに応じた多様な住まいの実現

（１）現状

住マスライン相談
• ３パラはセーフティネットの文脈では？（棲
み分けは？）との民住部からの意見を踏まえ、
削除しても問題ないか。

施策展開の方向性につながる
ような現状追加（地域特性）
※全体通して現状と方向性の

関係は要確認
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 子育て世帯や高齢者、若者、障害者等東京に居住する全ての人が、それぞれのニーズに応じた住まいを確保できるよう、既存

住宅ストックを最大限活用し、住まいの選択肢を充実させていく必要がある。

• 都心や多摩、島しょ等都内には多様な地域特性があり、地域の強みを生かしながら、人口や世帯構成、住宅ストック、移動手

段などの変化を的確にとらえ、多様な世代が安心・快適に住み続けることができる住環境を実現していく必要がある。

• 外国人との秩序ある共生社会の実現に向け、様々な主体と連携し、居住の状況等も踏まえながら、生活習慣等の違いや制度

に関する情報提供など相互理解を促進するための取組等を進める必要がある。

戦略２ 子育て世帯・高齢者等、誰もが安心してニーズに応じた住宅に住まえる環境の実現

文化や習慣の異なる人々が集い、交流し、相互理解が深まる環境を
整備すべき。また、若者や単身者、外国人、中堅所得層を含めすべて
の都民が、ライフステージやライフスタイルに応じた住まいを過度な
負担なく安心して選択できるよう、既存住宅ストックを最大限活用し、
住まいの選択肢を充実させるべき。

2050年代の姿
• 都民の住まいの選択肢が充実することで、誰もが時々のライフスタイルや世帯属性に適した住まいを確保することができ、一人ひ

とりが地域社会の一員として自分らしく暮らし、活躍できる社会が実現している。

←前半は個別の意見というよりは、議論全体を通しての記載

（文言は都の考え方資料）

2050 東京戦略本編
戦略09 共生社会
「インクルーシブシティ東京」での例示
⇒外国人・高齢者・子供・若者・女性・障害者・性的マイノリティ

「過度な負担なく安心して」を、いれるかどうか

古川専門委員、高橋委員（都議）から意見あり

全国計画：目標４過度な負担なく希望する住生活を実現できる環境整備

【東京に居住する外国人との共生】

12. 在留資格や国籍、家族構成等が多様化し、課題も異なる中においては、外国人を一括りにせず、
実態を丁寧に把握することが重要

13. 外国人の増加や多国籍化が進む中、生活習慣等の違いや制度に関する理解不足等が摩擦の
主な要因となっていることから、契約時や入居前後における丁寧な情報提供や継続的なフォローが
必要

14. 外国人との共生を進めていくためには、学校・企業・団体・地域等と連携し、交流や相互理解を促
進する取組を進めていくことが重要

15. 外国人との共生は、理念にとどまらず、自治会やマンションの管理組合、管理業者などの担い手を
含めた体制づくりなど実効性のある取組が不可欠

【非居住の外国人が所有するマンション管理の適正化】

16. 区分所有者に外国人が増加する中、所有者が国内外のいずれに所在するかを問わず、管理組合
と連絡・協力関係が築ける仕組みを整えることが、マンション管理の適正化に向けて重要

17. 非居住者による物件取得には将来的な管理費・修繕積立金の未納等のリスクが指摘されており、
管理適正化の観点から一定のルールや制度的な対応のあり方を検討する必要

18. 国内管理人制度については、海外居住の区分所有者との連絡など、管理組合の運営を円滑にす
る効果が期待される一方、誰を国内管理人とするのが適切かといった点が明確に示されていないな
ど、今後、制度が効果的に機能するよう対応していく必要

目標５ 都民のライフステージ・スタイルに応じた多様な住まいの実現

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 生活習慣等の違いや制度に関する理解不足等が摩擦の主な要因となっていることから、契約時や入居前後における丁寧な情報提供や継続的なフォローが必要

• 外国人との共生を進めていくためには、学校・企業・団体・地域等と連携し、交流や相互理解を促進する取組を進めていくことが重要

• 外国人との共生は、理念にとどまらず、自治会やマンションの管理組合、管理業者などの担い手を含めた体制づくりなど実効性のある取組が不可欠

• ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異なる。区市町村が都市計画マスタープラン等で、どのような市街地

を形成するのかをまちづくりの視点から示すことが重要であり、そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で意見交換・協議できる体制の構築が必要

• 空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづくりと連携することで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやすい住環境整備や、高齢化

社会に対応したウォーカブルなまちづくりにもつながる。

• デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、プラットフォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信

していくことが重要（再掲）

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 高齢者や子育て世帯、外国人等が、それぞれのニーズに応じて住まいを選択できるよう、公的住宅の活用のみならず、民間住宅市場における多様な受け皿を拡大

（再掲）

• 次世代モビリティの実装等により、住宅団地から鉄道駅や生活を支える施設へのアクセス性を向上

地域性の要素を入れる
（案）
多摩・島しょの暮らし（新たな価値）
二地域居住／移住定住
モビリティ
→三定委員会質疑（松岡都議）をベースに、まちづくりの意見のまとめ、
R7本審②の野澤先生のご意見を踏まえて作文

、どのような地域にどのような住宅政策が必要なのかについて、立地の観点から
（Ｒ７本審②野澤）

住宅まちづくり

1. 住宅の立地や住環境をどうしていくのかを考え、まちづくりと一体となって取り組むことが重要。その際、
今後の人口減少や災害リスクなども踏まえ、都市政策の上位計画において、考え方等を位置付ける
ことも必要

2. ライフスタイルや子育て世帯のニーズの多様化などにより、地域によって必要とされる住環境等は異な
る。区市町村が都市計画マスタープラン等で、どのような市街地を形成するのかをまちづくりの視点か
ら示すことが重要であり、そのうえで、行政、地域住民、事業者等関係者間で意見交換・協議できる
体制の構築が必要

3. 郊外の戸建住宅団地について、高齢化や空き家の増加などの課題があることから、今後のあり方につ
いて検討が必要。その際、利便性等の客観的指標だけではなく、地域住民の主体的な活動状況等
も考慮すべき。

4. 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考える必要が
ある。

5. 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を一体的に
デザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住民同士のコミュニケー
ションにより、地域力の強化にもつながる。

6. 今後、駐車場需要の減少が見込まれるため、空き駐車場の活用や集約駐車場の整備など、まちづ
くりと連携することで歩行空間を豊かにすることが可能であり、子育て世帯が住みやすい住環境整備
や、高齢化社会に対応したウォーカブルなまちづくりにもつながる。

ＡＩ・ＤＸ

1. 今後単身高齢者が増加することを踏まえ、一般賃貸住宅におけるスマートメーター等ＩｏＴを活用し
た見守りサービスの普及促進に向けた検討が必要

2. デジタル技術を活用し、住宅情報や支援情報を横断的・一元的に提供する仕組みを構築するとともに、
プラットフォームやポータルサイト等を通じて分かりやすく発信していくことが重要

3. ＡＩの活用やＤＸの推進は重要である一方で、建築分野では当面ＡＩに代替できない現場人材が
不足しているため、人材の確保も重要

住マスライン相談
（戦略修正・民住部意見踏まえ）
• １パラは「若者」を入れた方が良いかと思い、
インクルーシブシティ東京で並んでいた属性
を抜粋列挙したが、削除して問題ないか。

• ３パラは外国人に限ってしまってよいか。ま
た、委員の意見を踏まえると、担い手の視点
は入れた方が良いのではないかと思うが、削
除でよいか（取組等ともしなくてよいか。）

民住部意見
外国人のニーズに応じた住まいの施策がないので、この文脈で外国人を使わない方が
良いのではないか。常任員会の質疑を踏まえて修正すべき
外国人の住宅確保が困難な課題や文化的な共生に向けた文脈で記載すべきではないか
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目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と

公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、今後10年間の施策展開の方向

性（案）を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 障害者やひとり親世帯、低所得者等住宅の確保に配慮を要する都民が、公的住宅や民間住宅等に住まいが確保され、広く

普及した居住支援により、安心して暮らしている。

• 都営住宅などの公的住宅団地が緑地や広場、コミュニティ活動等を介して地域に溶け込み、地域の交流や支え合いを育む拠

点となっている。

目指す2050年代の住生活の姿

民住部意見
ＳＮや協議会パンフでは要配慮者の例示
として高齢者・低額所得者・子育て世
帯・障害者・被災者を挙げているところ、
高齢・子育ては別に項目立てしているか
ら除外するにしても「障害者やひとり
親」よりは「低額所得者・ひとり親」の
方がよいのでは。
→対応しない
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• 都内には約51万戸の公的住宅ストックが存在し、このうち約25万戸を占める都営住宅は住宅セーフティネットの中核的役割

• 公社住宅は約７万戸存在し、中堅所得者向けの住宅として多様な世帯向けの住宅を提供

• 都営住宅では居住者の高齢化や単身化が進展しており、名義人が65歳以上の世帯は約７割を占め、単身高齢者世帯やひと

り親世帯の割合も都内平均を上回る

• 都営住宅ストックの適切な維持更新や団地管理の担い手確保が課題

• 住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、「東京ささエール住宅」の供給や居住支援法人、居住支援協議会等による支援

体制の充実が進展

• 高齢者の４人に１人以上が、「年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否」を経験

• 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は孤独死などへの不安から拒否感を有しており、入居物件においては、

「近隣住民とのトラブル」、「家賃滞納」、「孤独死後の残置物の処分」などで苦慮

• 大家が高齢者等の入居に際して求める支援策として、「定期的な見守り・安否確認」が最も多く挙げられ、高齢者の居住の安

定に向けては、住宅施策と福祉施策等が連携した見守りや居住支援の充実が必要

• 公的住宅が引き続き住宅セーフティネットの中核として機能を果たすとともに、民間賃貸住宅や居住支援の取組との連携を強化

し、重層的な住宅セーフティネットの更なる充実を図る必要

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積

極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための施策等を実施することにより、

住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供

給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能を果たすことが必要である。

• 公社住宅は、立地やストックの特性を生かし、地域の住宅市場の実情や入居ニー

ズを踏まえつつ、東京都と連携してアフォーダブルな住宅としての機能を一部担うこと

が必要である。

• 東京ささエール住宅等は、居住支援法人等との連携を強化するなどにより、貸主の

リスクを軽減させることで空き家・空き室等の活用することで供給を促進することが必

要である。

• 居住支援は、住宅の提供に限らず、「家族機能」の代替としての「気づき」と「つな

ぎ」、そして切れ目のない伴走型支援を中核において取り組むことが必要である。

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

貸主の高齢者入居に対するアンケート調査

住宅事情

住宅事情

目標４高齢者から持ってきた

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

（１）現状 展開時

• 都内には約51万戸の公的住宅ストックが存在し、このうち約25万戸を占める都営住宅は住宅セーフティネットの中核的役割

• 都営住宅では居住者の高齢化や単身化が進展しており、名義人が65歳以上の世帯は約７割を占め、単身高齢者世帯やひと

り親世帯の割合も都内平均を上回る

• 都営住宅ストックの適切な維持更新や団地管理の担い手確保が課題

• 公的住宅が引き続き住宅セーフティネットの中核として機能を果たすとともに、民間賃貸住宅や居住支援の取組との連携を強化

し、重層的な住宅セーフティネットの更なる充実を図る必要

• 住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、「東京ささエール住宅」の供給促進や居住支援法人、居住支援協議会等による

支援体制の充実が進展

• 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感

• 大家が高齢者等の入居に際して求める支援策として、「定期的な見守り・安否確認」が最も多く挙げられ、高齢者の居住の安

定に向けては、住宅施策と福祉施策等が連携した見守りや居住支援の充実が必要

住宅事情

都の考え方

住宅事情
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公的住宅の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用する

ための施策等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核とし

ての機能を果たすことが必要である。

• 公的住宅を良質なストックとして維持・更新していくため、地域の特性、老朽化の度合い、新たな居住ニーズ等を勘案しながら、

建替えや長寿命化等の改修を実施することが必要である。

• 公社住宅は、中堅所得のファミリー世帯をはじめとして、高齢者世帯などの多様なニーズに応え、民間賃貸住宅市場を補完す

るとともに、高齢者世帯、障害者世帯、子育て・ひとり親世帯など、住宅の確保に配慮を要する世帯の入居機会を確保するな

どセーフティネット機能の一翼を担うことが必要である。また、立地やストックの特性を生かし、地域の住宅市場の実情や入居ニー

ズを踏まえつつ、東京都と連携してアフォーダブルな住宅としての機能を一部担うことが必要である。

• 民間賃貸住宅を活用するための施策等を実施することにより、障害者やひとり親世帯、低所得者等を含む住宅の確保に配慮

を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• 東京ささエール住宅等は、居住支援法人等との連携を強化するなどにより、貸主のリスク軽減を図りながら、空き家・空き室等の

既存ストックを活用した供給を促進することが必要である。

• 居住支援は、住宅の提供に限らず、入居中における見守り等による「気づき」と福祉サービスへの「つなぎ」など、切れ目のない伴

走型の居住サポートに取り組むことが必要である。

• 住民に身近な区市町村や区市町村居住支援協議会において、住宅確保要配慮者の居住支援ニーズを把握するとともに、

住まいに必要な情報や支援が提供できる持続可能で実働的な体制が必要である。

（レク参考）

答申（R3.11） 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 「施策の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための

施策等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• そのため、引き続き低額所得者向けの都営住宅について、住宅に困窮する都民に的確に供給しその機能を十分に発揮させることに加え、

主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅について、今後は、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、

現在のストックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていくべきである。また、要配慮者の入居を

拒まない住宅や要配慮者専用の住宅である東京ささエール住宅、要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要

配慮者への居住支援を担う関係者が集う居住支援協議会などの枠組みを活用した取組を促進する施策が求められている。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、最後のセーフティネットである生活保護

制度や、第二のセーフティネットである生活困窮者自立支援法等の生活・就労支援制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット

機能を強化していくことが必要である。

現行住マス 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用した施策

等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図っていきます。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能

を果たしていきます。

• 主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅は、今後、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、現在のス

トックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていきます。

• 東京ささエール住宅は、住宅セーフティネット制度の普及啓発や貸主の不安軽減策等を効果的に実施することで供給を促進していくとと

もに、より住宅確保要配慮者の居住の安定に資する専用住宅の一層の供給促進に向けて取り組んでいきます。

• 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要配慮者への居住支援を担う関係者が

• 集う居住支援協議会などの枠組みを活用した居住支援の取組を促進していきます。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、生活保護や生活困窮者自立支援法

等に基づく生活・就労支援などの社会保障制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット機能を強化していきます。

中間報告_P34 重層的な住宅セーフティネット

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

川村先生の意見を10月30日に向けて追加検討

民住部意見
目標３「子育てしやすい住環境の実現」には含まれていな
いだろう住宅の確保に配慮を要する子育て世帯＝ひとり親
世帯の話しを特出ししたいので、スライド28の表現を引用。
※修文はスライド28記載した修正が行われた前提の記載

ネットワークについて、協議会の名称が出てこなかっ
たので、中間とりまとめから追記しました。（「持続
可能で実働的な」は企画部会全体の趣旨を踏まえて追
記しています。）

魅力度向上の取組を見据え、長寿命化等の改修

公社の役割が矮小化された表現に
なってしまっているので、
本来目的を踏まえた記載に要修正
（参考）現行住マス
「主として中堅所得者向けとしての性格が
強かった公社住宅は、今後、住宅確保要配
慮者向けとしての性格を重視するとともに、
現在のストックを最大限に活用していくこ
とで、重層的な住宅セーフティネット機能
の一翼を担っていきます。」
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（レク参考）

答申（R3.11） 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 「施策の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための

施策等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• そのため、引き続き低額所得者向けの都営住宅について、住宅に困窮する都民に的確に供給しその機能を十分に発揮させることに加え、

主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅について、今後は、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、

現在のストックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていくべきである。また、要配慮者の入居を

拒まない住宅や要配慮者専用の住宅である東京ささエール住宅、要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要

配慮者への居住支援を担う関係者が集う居住支援協議会などの枠組みを活用した取組を促進する施策が求められている。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、最後のセーフティネットである生活保護

制度や、第二のセーフティネットである生活困窮者自立支援法等の生活・就労支援制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット

機能を強化していくことが必要である。

現行住マス 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用した施策

等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図っていきます。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能

を果たしていきます。

• 主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅は、今後、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、現在のス

トックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていきます。

• 東京ささエール住宅は、住宅セーフティネット制度の普及啓発や貸主の不安軽減策等を効果的に実施することで供給を促進していくとと

もに、より住宅確保要配慮者の居住の安定に資する専用住宅の一層の供給促進に向けて取り組んでいきます。

• 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要配慮者への居住支援を担う関係者が

• 集う居住支援協議会などの枠組みを活用した居住支援の取組を促進していきます。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、生活保護や生活困窮者自立支援法

等に基づく生活・就労支援などの社会保障制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット機能を強化していきます。

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標６ 公的住宅と民間住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】
• 公社住宅については、周辺の公的賃貸住宅団地等と連携した孤立防止やコミュニティ形成支援などの取組も重要
• 居住支援協議会の仕組みなどを通じた区市町村間の連携や情報交換が重要であり、横の連携について都がリードする視点が必要。また、公社住宅などの取組を分譲マン

ションや民間賃貸住宅、更には戸建て住宅に展開していくことも重要
• 供給主体の異なる住宅の情報を一体で得ることで様々な側面から自分にふさわしい住宅を考えられるよう、ＤＸやネットワーク構築による都民への情報提供の仕組みの検

討が必要
• 区市町の福祉部門や社会福祉協議会、居住支援法人との連携を積極的に進め、見守りや支援が必要な高齢者や心身の状態に配慮を要する居住者を早期に把握し、

福祉サービスにつなげる取組が必要
• 自治会活動の維持に向けた取組みや支援策が必要
• 担い手の高齢化が進む自治会において、担うべき管理の範囲の検討や、外部組織・人材の活用の検討が必要
• 応募状況等を踏まえて戸数や間取りを計画する取組は、限られたストックを有効活用する上で合理的であり、世帯構成等の変化に応じた新たな住宅ニーズへの対応と併

せて更新を進める視点も重要
• 都営住宅は、法定年限に縛られない長期の活用を積極的に考えた方がよい。
• 安全性・実用性を維持しつつ、世帯構成や生活様式の変化に応じた間取り・設備更新により、長期活用を図る取組の検討が必要
• 公社住宅と都営住宅を連携して建て替えるなど、公的住宅全体を俯瞰した効率的な更新を図っていくことが必要
• 定期借家契約は、賃料上昇や更新拒否で入居者が住まいを失うリスクがある一方、子育て世帯等による一定期間の利用という面ではメリットがある。居住を安定させるた

めの対応が必要であり、物件管理と入居者支援が相互に連携すべきである。
• 東京ささエール住宅等の確保を図る上で、一定の居住水準等に配慮しつつ、シェアハウスを含め幅広く活用できるよう面積基準等を緩和することも考えられる。
• 居住支援法人等との連携に当たっては、居住支援法人等にサポートの費用が手当されないことが普及の課題。福祉部門との連携や役割を整理し、福祉サービスにつなげ

ていくことが必要
• 居住支援法人等のビジネスにおいては、家賃低廉化補助等により安定的な収益構造を作ることが重要
• 居住支援協議会の枠組み等を通じて、空き家施策や生活困窮者自立支援事業、社会福祉法に基づく高齢者等終身サポート事業等との連携を一層強化していくべき。
• 住まいの情報提供体制の構築にあたっては、ＤＸ等による情報提供の仕組みの検討が必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】
• 住まい探しから入居後のサポートまで切れ目なく支える仕組みを整備（再掲）
• 都営住宅・公社一般賃貸住宅等の公的住宅を最大限活用し、住宅確保要配慮者の居住を支える重層的な住宅セーフティネットを展開
• 都営住宅は、世帯構成や生活様式の変化に応じた更新や長期活用を推進するとともに、空き住戸や創出用地などを活用し、福祉、防災、子育て、交流等、地域に開か

れ、生活を支える拠点として展開
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戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

（１）現状

• 都営住宅の建替え等により創出される用地を活用し、福祉、商業、医療などの生活機能を整備

• 都営住宅の集会所等を活用し、子供、子育て世帯、高齢者など様々な人々が集い、地域の交流活動の場となる「東京みんな

でサロン」を、105箇所展開（2025（令和７）年度末）

• 公社住宅において、子育て世帯や高齢者への入居支援策を展開するとともに、地域と連携した居場所づくりや住民交流のきっ

かけづくりを展開

• ＵＲ賃貸住宅において、子育て世帯も気軽に立ち寄れる居場所の創出やミクストコミュニティの形成、多文化共生への取組を

展開

展開時点なし

都の考え方

都の考え方
① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 公的賃貸住宅において、子育て世帯をはじめ多様な世帯によるミクス

トコミュニティの実現に資する取り組むを進めることが必要である。

• 都営住宅の建替え等により創出した用地を、区市町と連携して公共

公益施設の整備に活用するとともに、民間活力をいかしながら地域特

性に応じたまちづくりにも活用することが必要である。

• 大規模な都営住宅の建替えは、コミュニティ支援施設や生活利便施

設を設置するなどまちづくりと連携して取り組むことが必要である。

• 都営住宅の集会所等を活用し、子供、子育て世帯、高齢者など様々な人々が集い、地域の交流活動の場となる「東京みんな

でサロン」を、105箇所展開（2025(令和７)年度末）

• 公社住宅において、子育て世帯や高齢者への入居支援策を展開するとともに、地域と連携した居場所づくりや住民交流のきっ

かけづくりを推進

• 都営住宅の建替え等により創出される用地を活用し、福祉インフラや、商業・医療などの生活機能を団地内に整備

• 公的住宅を地域資源として捉え、その有効活用を進めるとともに、都営住宅の建替え等により創出される用地を活用したまちづ

くりや地域機能の充実を図るなど、住宅ストックの利活用を通じた地域の活性化が必要
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• 地域特性を踏まえ、都営住宅を地域に開かれた公的資源として、空き住戸、建替え創出用地などを活用し、まちづくりとも連携

しながら、福祉、防災、子育て、交流、生活支援を支える拠点として展開することが必要である。

• 都市再生機構や東京都住宅供給公社と連携し、公的住宅における子育て世帯をはじめとした多様な世帯によるミクストコミュ

ニティの実現に資する取組を進めることが必要である。

• 公的住宅の集会所等を活用した、居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなど、高齢単身世帯等への支援の拡大が

必要である。

（レク参考）

答申（R3.11） 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 「施策の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用するための

施策等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図ることが必要である。

• そのため、引き続き低額所得者向けの都営住宅について、住宅に困窮する都民に的確に供給しその機能を十分に発揮させることに加え、

主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅について、今後は、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、

現在のストックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていくべきである。また、要配慮者の入居を

拒まない住宅や要配慮者専用の住宅である東京ささエール住宅、要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要

配慮者への居住支援を担う関係者が集う居住支援協議会などの枠組みを活用した取組を促進する施策が求められている。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、最後のセーフティネットである生活保護

制度や、第二のセーフティネットである生活困窮者自立支援法等の生活・就労支援制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット

機能を強化していくことが必要である。

現行住マス 目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• 住宅セーフティネットの中心的役割を担う都営住宅をはじめとする公共住宅等の積極的な活用に加え、民間賃貸住宅を活用した施策

等を実施することにより、住宅の確保に配慮を要する都民の安定した居住の確保を図っていきます。

• 都営住宅は、現在のストックを最大限に活用し、住宅に困窮する都民に的確に供給することで、住宅セーフティネットの中核としての機能

を果たしていきます。

• 主として中堅所得者向けとしての性格が強かった公社住宅は、今後、住宅確保要配慮者向けとしての性格を重視するとともに、現在のス

トックを最大限に活用していくことで、重層的な住宅セーフティネット機能の一翼を担っていきます。

• 東京ささエール住宅は、住宅セーフティネット制度の普及啓発や貸主の不安軽減策等を効果的に実施することで供給を促進していくとと

もに、より住宅確保要配慮者の居住の安定に資する専用住宅の一層の供給促進に向けて取り組んでいきます。

• 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への入居や生活を支援する居住支援法人、要配慮者への居住支援を担う関係者が

• 集う居住支援協議会などの枠組みを活用した居住支援の取組を促進していきます。

• これらに加えて、就労・子育て・自立・生活支援や福祉サービスなどの提供の促進を図るとともに、生活保護や生活困窮者自立支援法

等に基づく生活・就労支援などの社会保障制度との連携により、重層的な住宅セーフティネット機能を強化していきます。

中間報告_P34 重層的な住宅セーフティネット

戦略３ 重層的な住宅セーフティネットの構築と公的住宅を多世代が集う地域コミュニティの場へ

目標７ 公的住宅における多世代が集う地域コミュニティの形成

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

都住待ち

• 公的賃貸住宅において、子育て世帯をはじめ多様な世帯によるミクストコミュニティの実現に資する取り組むを進めることが必要

である。

• 都営住宅の建替え等により創出した用地を、区市町と連携して公共公益施設の整備に活用するとともに、民間活力をいかしな

がら地域特性に応じたまちづくりにも活用することが必要である。

• 大規模な都営住宅の建替えは、コミュニティ支援施設や生活利便施設を設置するなどまちづくりと連携して取り組むことが必要

である。

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 既存ストックを有効活用する観点から、応募がない住戸を目的外使用で活用するなど柔軟な取組が必要

• 子育て世帯をはじめ多様な世帯が入居できるよう入居要件の検討が必要

• 居住者や地域住民が気軽に集える居場所づくりなどを通じた高齢単身世帯などへの支援の拡大が必要

• 多様な世代の居住を促進するとともに、団地を核とした地域のコミュニティを活性化する取組が必要

• 小規模な用地であっても、地域特性に応じた活用により、まちの魅力向上に寄与することができる

• 子育て世帯や中堅所得者向け住宅など多様な住宅供給や地域に不足する生活支援機能の導入も効果的

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 都営住宅は、世帯構成や生活様式の変化に応じた更新や長期活用を推進するとともに、空き住戸や創出用地などを活用し、福祉、防災、子育て、交流等、地域

に開かれ、生活を支える拠点として展開
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目標８ 世代を超えて長期に住み続けられる

マンションストックの形成

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、今後10年間の施策展開の方向

性（案）を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 適正な管理により世代を超えて価値を維持し続けることで、都市居住の基盤としてのマンションストックが形成され、マンションに

暮らす都民が都市の利便性や快適性を享受しながら豊かな住生活を営んでいる。

• 地域と調和したマンション再生が進むことにより、多様な世代を惹きつける魅力ある住環境が育まれている。

目指す2050年代の住生活の姿
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• マンションは都民の主要な居住形態として定着し、都市居住を支える重要な住宅ストックとなっている一方で、建物の高経年化と

居住者の高齢化という「２つの老い」が進行

• マンションは、区分所有者の高齢化や賃貸化・空室化の進行、管理組合の担い手不足等により、適切な管理や計画的な修繕

が困難となると、居住環境の低下や、周辺地域の安全性や景観、防災性にも影響を及ぼす可能性があることから、管理状況を

早期に把握し、管理不全を予防する取組が重要

• 都では、管理状況届出制度を通じて、マンションの管理状況の把握や管理適正化に向けた支援を進めているが、今後は制度の

実効性を高め、管理組合が主体的に長期修繕計画の作成・見直しや適切な修繕積立金の確保に取り組めるよう、専門家や

関係団体等と連携した支援の充実が必要

• 都内ではタワーマンションなどの大規模マンションが多く立地しており、今後、設備更新や大規模修繕の時期を迎えるマンションが

増加する見込みだが、建物規模や設備の複雑さ、合意形成の難しさなど特有の課題があり、特性に応じた維持管理等のあり方

を検討していくことが必要

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告① 2035年度に向けた施策展開の方向性

（１）現状

• 良質なマンションストックが将来にわたり適切に管理され、安心して

住み継がれるよう、新築時から管理適正を促進するとともに、適切

に管理されたマンションが適正に評価・選択される環境の整備に取り

組む必要がある。

• 区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対し、専

門家を派遣するなど、管理組合を支援することが必要である。

• 大規模な超高層マンションでは、大規模修繕工事等の実態を把握

し、長寿命化工事を促進するための支援誘導策が必要である。

目標８ 世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 良質なマンションストックが将来にわたり適切に管理され、安心して住み継がれるよう、新築時から管理適正を促進するとともに、

適切に管理されたマンションが適正に評価・選択される環境の整備に取り組む必要がある。

• 都の管理状況届出制度とあわせて、法による報告徴収を活用することで、都内マンションの管理状況を的確に把握する必要が

ある。区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対しては、行政の支援策を管理組合等に届ける仕組みづくりや、

区市町村とも連携して専門家による助言・支援を行うなど、管理不全への対応を強化していく必要がある。

• マンション管理の適正化に向けて、所有者が国内外のいずれに所在するかを問わず、管理組合と連絡・協力関係が築ける仕組

みを整える必要がある。

• 今後、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎えるため、管理の状況や大規模修繕工事等の実態を把握するとともに、マ

ンション長寿命化等の促進に取り組む必要がある。

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

（レク参考）

答申（R3.11） 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「施策の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がる。

• マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが基本であ

る。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の形成と

も密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっている。したがって、マンションの適正な管理や再生

を促していくことは、公共性・公益性の観点からも重要である。

• 東京都は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律、マンションの建替え等の円滑化に関する法律を活用しながら、マンション管理

条例及び「東京 マンション管理・再生促進計画」に基づき、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」に関す

る施策を展開すべきである。

現行住マス 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がります。マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが

基本です。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の

形成とも密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっています。加えて、住宅のゼロエミッション化

を推進するため、マンションの環境配慮の取組の重要性も高まっています。公共性・公益性の観点からもマンションの適正な管理や再生及

び環境性能向上を促していく必要があることから、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」を柱として積極的

に施策を展開していきます

目標８ 世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

←民住部修正案（４パラ）

• タワーマンションにおける大規模修繕工事等の実態を把握するとともに、マン
ション長寿命化等の促進に取り組む必要がある。

意図：タワーマンションだけを長寿命化を図っていくことではないので施策
との連携を踏まえ、住宅政策アウトラインを引用しました。

←民住部修正案

• 区分所有者のみでは管理の適正化が困難なマンションに対し、区市町村と
も連携して、専門家による助言・支援を行うなど派遣するなど、管理組合を
支援するとともに、行政の支援策を管理組合等に届ける仕組みづくりことが
必要である。

意図：「専門家を派遣するなど」の代わりに、**「専門家による助言・支援
を行うなど」**とすると、派遣に限定せず、幅広い支援を表せます。また、
つなぐ方策を念頭に記述を追加

住マスライン相談
• ２パラ・４パラの民住部修正案をどう反映さ
せるか。（いったん担当案を水色マーカ部分
で記載）

区分所有者の属性が様々な中で、管理組合がマンション管理の適正化に円滑に取り組めるよう支援する必要がある。
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Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

目標８ 世代を超えて長期に住み続けられるマンションストックの形成

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 新築時から法による管理計画認定の取得を促進することが必要

• 管理計画認定制度、東京とどまるマンション、民間独自のマンション管理適正評価制度等、各制度の相互連携と、把握した管理状況の情報を活用し、良好に管

理されたマンションを都民に明らかにしていくことが必要

• 小規模マンションなど、担い手の高齢化や資金の不足により専門家とつながりにくく自主的に改善ができない管理組合には、マンション管理士や建築士等の多様な

専門家が伴走支援を行いながら再建を図る等、運営状況に応じた支援が必要

• 最新のマンション管理に関する支援制度等について、自主管理等で情報が届きにくい管理組合などに対してもアウトリーチ型の情報発信を行うことが必要

• 非居住者による物件取得には将来的な管理費・修繕積立金の未納等のリスクが指摘されており、管理適正化の観点から一定のルールや制度的な対応のあり方を

検討する必要

• 国内管理人制度については、海外居住の区分所有者との連絡など、管理組合の運営を円滑にする効果が期待される一方、誰を国内管理人とするのが適切かと

いった点が明確に示されていないなど、今後、制度が効果的に機能するよう対応していく必要

• 適切な修繕や長寿命化工事に関する管理組合の意識啓発や相談支援を充実させるとともに支援を担う側の専門家の育成が必要

• 今後、多くのタワーマンションが設備更新の時期を迎える。適正な維持管理により良好な状態で長く使用するためには、大規模修繕工事等の実態を把握し、特性

に応じた誘導策等を講じることが必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 良質なマンションストック形成に向け、新築時からの適正管理を促進するとともに、規模・特性に応じた対応を実施

• 適切に管理された良質なマンションが、適正に評価・選択される環境を整備
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• 都内の建替え等の件数は、2024（令和６）年度末までに310件

• 建替えが実現できたマンションにおいては、駅から500ｍ圏内で容積使用率が低いものが多数

• 建替えを検討すべき時期を迎えている高経年マンションは、敷地が狭いものや容積率に余裕がないものなど、建替えを実施するに

は条件の厳しいものが多数

• 2025（令和７）年度、マンション関係法の改正により、建物更新などの新たなマンション再生等の手法が整備

• 老朽化したマンションについては、長寿命化に加え、建替えや敷地売却、改修等の多様な再生手法を状況に応じて選択できる

環境づくりが必要

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

（１）現状

展開時点

• 老朽化したマンションについては、長寿命化に加え、建替えや敷地売却、改修等の多様な再生手法を状況に応じて選択できる

環境づくりが必要

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 管理組合が、建替えや長寿命化、敷地売却など、

状況に応じて再生等手法の選択が可能になるよう

支援していく必要がある。

• マンション再生の一層の促進に向けては、マンション

単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画とも合

わせて取り組むことが必要である。

中間報告

中間報告

住宅事情

住宅事情
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 管理組合が、建替えや長寿命化、敷地売却など、状況に応じて再生等手法の選択が可能になるよう、都におけるマンション再

生等のモデルとなる取組の構築・普及啓発や、区市町村と連携した専門家の活用について一層取り組んでいく必要がある。

• マンション再生の一層の促進に向けては、マンション単独の再生だけでなく、まちづくりや都市計画とも合わせて取り組むことが必

要である。

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、求められる専門家を育成していく必要がある。

戦略４ マンションを100年安心して暮らせる居住基盤へ

（レク参考）

答申（R3.11） 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「施策の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がる。

• マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが基本であ

る。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の形成と

も密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっている。したがって、マンションの適正な管理や再生

を促していくことは、公共性・公益性の観点からも重要である。

• 東京都は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律、マンションの建替え等の円滑化に関する法律を活用しながら、マンション管理

条例及び「東京 マンション管理・再生促進計画」に基づき、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」に関す

る施策を展開すべきである。

現行住マス 目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 「2030年度に向けた施策展開の方向性」

• マンションを適正かつ計画的に維持管理することは、マンションにおける快適な居住環境の確保はもとより、資産価値の維持向上にもつな

がります。マンションは私有財産であり、その管理や再生は、区分所有者等で構成される管理組合が自らの責任と自助努力で行うことが

基本です。一方で、マンションは、個人の私的生活の場として捉えるだけでなく、市街地の構成要素として、まちの活力や魅力、防災力の

形成とも密接に関連しているなど、地域のまちづくりやコミュニティ形成にとって重要な存在となっています。加えて、住宅のゼロエミッション化

を推進するため、マンションの環境配慮の取組の重要性も高まっています。公共性・公益性の観点からもマンションの適正な管理や再生及

び環境性能向上を促していく必要があることから、「マンションの適正な管理の促進」と「老朽マンション等の再生の促進」を柱として積極的

に施策を展開していきます

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

目標９ 老朽マンション等の再生による地域価値向上

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 管理組合が、早い段階から建替え等による再生、敷地売却によるマンションの終活など比較検討を行い、ライフサイクルを考慮した長期的な視点で長寿命化等の

計画的な管理運営を行えるよう支援が必要

• 一団地認定の取扱い等課題解決にかかる最新の事例について情報発信を行うなど、国等とも連携し、団地型マンションの円滑な再生に向けて取り組んでいくことが

必要

• マンションを取り巻く社会状況の変化を踏まえ、既存の専門家派遣の制度を検証した上で、求められる専門家の人材像を明確化し、管理組合にとってより利用しや

すくすることが必要。また、適切な派遣費用の設定など専門家にとっても参画しやすい継続可能な制度とすることが必要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 建替えや長寿命化、敷地売却など、状況に応じた様々な再生等手法の選択を誘導
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目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

（趣旨）10ページで示した「目指す2050年代の住生活の姿」を上位の概念として位置付け、その姿を分野別に具体化・整理し、新た

な住宅政策の戦略ごとに目指す2050年代の住生活の姿を設定

目標ごとの「現状」を整理した上で、これまでの審議会・企画部会におけるご意見を踏まえ、今後10年間の施策展開の方向

性（案）を提示 ＜ご議論いただきたいポイント＞
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戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

• 耐震化や密集市街地の改善、浸水対策等が進むことで、地震や豪雨など様々な災害に対処可能な防災機能・レジリエンス機

能が強化され、災害が発生しても都市活動・日常生活が維持できる住宅・住宅市街地が実現している。

• 地域基盤整備や新技術・設備等の積極的導入により、住宅・住宅市街地のゼロエミッション化・脱炭素社会が実現し、持続可

能な暮らしが定着している。

目指す2050年代の住生活の姿

住マスライン相談
• 2050年代の姿は修正しない認識ではあるが、
環境の修正案を一部反映。問題ないか。
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• 気候変動の影響による風水害の激甚化や猛暑の深刻化に加え、国の地震調査研究推進本部では今後30年以内に70％の

確率で南関東地域においてＭ７クラスの地震が発生すると予測

• 住宅の耐震化率は93.4％まで向上しているものの、首都直下地震等による甚大な被害が想定される中、更なる防災性の向上

が重要

• マンション管理において、「マンションの防災対策の進め方がわからない、又は組合員に防災意識が広まらない」と感じている管理

組合が多い（マンション実態調査アンケート結果）

• 大規模災害時には建物被害だけでなく、停電等によるライフライン機能の停止により住生活の継続が困難となる事例もみられる

ことから、在宅避難や被災後の住まい確保、地域コミュニティとの連携を含めたレジリエンスの向上が重要となっている。

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

中間報告

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

• 首都直下地震や激甚化する風水害等への備えとして、住宅の耐震化の一層の推進やマ

ンションにおける在宅避難の推進など、ハード・ソフト両面から取組を進めていくとともに、広

域的な避難を想定した復興プロセスを事前に検討する必要がある。

• 災害時に地域住民間の助け合い「共助」が円滑に行われるためには地域コミュニティの強化

が重要であるため、町会・自治会向けの防災訓練の支援等を通じてつながりを構築・強化

し、地域防災力の向上を図る必要がある。

• 災害リスクを踏まえ、都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を、まちづくり等との

連携により実現する必要がある。

共助に対する現状はあるか
地域防災力がまだ足りないみたいな
→住宅事情に、マンションの防災意識が
広まらない点

目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

（１）現状
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 首都直下地震や激甚化する風水害等への備えとして、住宅の耐震化や木造住宅密集地域の改善、浸水・停電対策等を一

層推進し、地域の災害リスクを踏まえた安全・安心な居住を、まちづくり等との連携により実現する必要がある。

• 災害時でも生活を継続できるようマンション等における在宅避難の推進を進めるとともに、災害時に地域住民間の助け合いが円

滑に行われるよう、地域コミュニティの強化に向けた取組が必要である。

• 災害時の円滑な対応のため、平時から災害時のシナリオを想定した検討が求められる。首都直下地震時等の広域的な避難を

想定し、応急仮設住宅等の供給について、周辺自治体との連携・情報共有体制の強化が必要である。

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

防災・減災

1. 既存住宅の利活用の前提にもなる住宅の耐震化は、一層推進することが重要。また、震
災時の火災発生に備え、感震ブレーカ―の設置を進めることも重要

2. 地域住民とマンション居住者の助け合いが円滑に行われるためには、日頃の防災訓練や地
域イベントでの連携など、地域コミュニティの強化が必要。賃貸住宅では、管理会社が地域
とのつなぎ役を担い、町会・自治会や居住支援法人等多様な主体と連携することが重要

3. 建設型応急住宅の建設場所について、災害リスクエリア内の候補地をあらかじめ排除する
必要はないが、被災者ニーズに対応できる選択肢を用意することが重要

4. 首都直下地震時の広域的な避難を想定した復興プロセスを考えることが重要。特に、賃貸
型応急住宅の提供に当たっては他県との連携・情報共有が必要となるが、人口が多い東
京では過去の災害時と同様にはいかないことが想定されるため、災害シナリオを想定した自
治体職員同士でのブレインストーミング等から取り組むべき。

5. 時限的市街地については、事前に、仮設の住宅や事業所、商店等をどうやって同じ場所に
整備するのかなど、庁内の関係部局が横断的に連携して具体的な検討しておくことが必要

6. 本格的なＤＩＹをする人が増えている。災害時の応急修理における人材不足の現場で地
域のボランティアとして活躍してもらうことも、住まいの安心・安全の観点から重要

7. 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になるという事例もある。
みどりの確保が、暑さ対策には重要

防災

【マンションにおける在宅避難の推進】

12. 東京とどまるマンションについて、賃貸マンションの登録数を増やすためには、賃貸管理業者
等の防災に関する機運の高まりを捉えて、行政が登録を後押ししていくような取組が必要

13. 東京とどまるマンションの登録により物件の評価が高まる取組や制度の一層の周知が必要

14. マンションの居住者が高齢化しており、災害時に地域から孤立しない観点が必要。とどまるマ
ンションの制度を活用し、マンション（分譲、賃貸ともに）と地域、行政が相互に連携し日
頃から連絡を取れる仕組みが必要

15. マンションの設備等が災害時に電源喪失した場合の影響やその対策について、居住者への
周知が必要

首都直下地震や激甚化する風水害等への備えとして、住宅やマンションの耐震化、
防災性能の向上を一層推進するとともに、住宅・住宅市街地のレジリエンス強化
を図る必要がある。また、地域コミュニティや多様な主体との連携による共助の
仕組みづくりを進めるとともに、在宅避難の推進や応急居住の確保、復興に向け
た備えを充実させることにより、災害時においても住生活を維持できる安全・安
心な住宅・住宅市街地の形成を推進する必要がある。

「町会・自治会向けの防災訓練の支援等を通じて平時のつながりを構築・強
化し、地域防災力の向上を図る必要がある。 」は東京戦略より p358
2050 東京戦略本編

広域的な避難、事前復興について、グランドデザインの素案に記載ありｖ

住宅まちづくり

4. 災害リスクのあるエリアに住んでいる都民が安全に暮らすことができる住まい・住まい方を考え
る必要がある。

災害リスクの話は、姥浦先生の、リスクとメリットの比較考量の話と、グランド

デザインにもある立地適正化の話をどちらも含むイメージ

2050年代の姿

• 耐震化や密集市街地の改善、浸水対策等が進むことで、地震や豪雨など様々な災害に対処可能な防災機能・レ

ジリエンス機能が強化され、災害が発生しても都市活動・日常生活が維持できる住宅・住宅市街地が実現している。

目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

⚫ 周辺自治体と連携した広域的な避難者支援体制を構築するとともに、緊急時の避難先となる高台まちづくりや浸水区域外へのルート整備等を一体的に進め、浸水の段

階に応じた安全な避難環境を確保します。

⚫ 都県境付近における高台まちづくりや都市施設整備を関係自治体と相互に推進し、大規模水害時における広域的な避難・連携機能を強化します。

⚫ 災害からの復興に向けた広域的な都市づくりの基本的な方針を示し、平時から復

興の方向性を共有します。

⚫ 広範囲な災害被害からの迅速かつ計画的な復興の実現に向け、総合的な財政支援

制度等の創設に向けた国への働きかけます。

⚫ 区市町村による震災復興マニュアルの策定や復興まちづくり計画の事前検討を支

援し、災害時における迅速かつ円滑な復興を推進します。

⚫ 区市町村職員等を対象とした復興まちづくり実務者養成訓練の実施等により、災害

時に現場を牽引し地域復興を担う地域リーダーを育成します。

⚫ 地域における災害リスクを踏まえた居住や都市機能の誘導に向け、区市町村による

立地適正化計画の策定支援を通じて、防災指針の作成を促進します。

R8本審①姥浦R8企画部会③大月

R8企画部会③大月

「マンションにおける在宅避難の推進」
既存の施策：東京とどまるマンション情報登録・閲覧制度
アウトライン：賃貸マンション・小規模分譲マンション向け登録支援

金融面でのメリット強化

「つながりを構築・強化し、地域防災力の向上」
既存の施策：東京とどまるマンション普及促進事業（地域連携）

「住宅の耐震化の一層の推進」
既存の施策：マンション耐震化促進事業（区市町村助成）

マンション耐震化プロモーション事業（個別訪問、専門家派遣）

（マンション課より）
マンション課として取り組んでいる事業を欄外に記載しております。一方、自主防災
組織に関する所掌は総務局が、「町会・自治会向けの防災訓練の支援」事業は生活文
化局が主管となりますので、情報共有・照会等よろしくお願いします。
「住宅の耐震化の一層の推進」に対応するマンションに対する主な既存事業として欄
外に記載しています。
※住宅の耐震化ということとなると、戸建て住宅も対象となると思われますが、戸建
て住宅の耐震化の所管は、都市整備局となります。

住マスライン相談
• 環境局の修正案は反映しない。
• 企画防災からの回答なし
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Ⅲ 具体的な施策の方向

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

目標10 安全・安心な住宅市街地の整備

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 既存住宅の利活用の前提にもなる住宅の耐震化は、一層推進することが重要

• 震災時の火災発生に備え、感震ブレーカ―の設置を進めることも重要

• 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になるという事例もある。みどりの確保が、暑さ対策には重要

• 東京とどまるマンションについて、賃貸マンションの登録数を増やすためには、賃貸管理業者等の防災に関する機運の高まりを捉えて、行政が登録を後押ししていくよう

な取組が必要

• 東京とどまるマンションの登録により物件の評価が高まる取組や制度の一層の周知が必要

• とどまるマンションの制度を活用し、マンション（分譲、賃貸ともに）と地域、行政が相互に連携し日頃から連絡を取れる仕組みが必要

• マンションの設備等が災害時に電源喪失した場合の影響やその対策について、居住者への周知が必要

• 日頃の防災訓練や地域イベントでの連携など、地域コミュニティの強化が必要。賃貸住宅では、管理会社が地域とのつなぎ役を担い、町会・自治会や居住支援法

人等多様な主体と連携することが重要

• 建設型応急住宅の建設場所について、災害リスクエリア内の候補地をあらかじめ排除する必要はないが、被災者ニーズに対応できる選択肢を用意することが重要

• 賃貸型応急住宅の提供に当たっては他県との連携・情報共有が必要となるが、人口が多い東京では過去の災害時と同様にはいかないことが想定されるため、災害

シナリオを想定した自治体職員同士でのブレインストーミング等から取り組むべき。

• 時限的市街地については、事前に、仮設の住宅や事業所、商店等をどうやって同じ場所に整備するのかなど、庁内の関係部局が横断的に連携して具体的な検討

しておくことが必要

• 本格的なＤＩＹをする人が増えている。災害時の応急修理における人材不足の現場で地域のボランティアとして活躍してもらうことも、住まいの安心・安全の観点か

ら重要

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 住宅の耐震化や木造住宅密集地域の改善、浸水対策等に加え、在宅避難の推進などハード・ソフト両面からの取組を強化
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• 都では、エネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の削減に向けた取組が進められており、都内のエネルギー消費量は2023

（令和５）年度において2000（平成12）年度比で28.6％減少したが、家庭部門のエネルギー消費量は都内全体の約３

割を占めており、2000（平成12）年度と比較して増加している唯一の部門であることから、住宅・住生活分野における取組が

重要

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成

Ⅲ 具体的な施策の方向

中間報告

• 「2050年ゼロエミッション東京」の実現に向けて、住宅における省エネルギー化及び再生可能

エネルギーの利用拡大を進めるとともに、住宅市街地全体の環境性能向上を図る必要がある。

• 既存住宅ストックを最大限活用する観点から、新築住宅だけでなく、既存住宅における環境

性能（省エネ性能）の向上に一層取り組んでいくことが求められる。住宅の環境性能向上を

後押しするため、性能向上に伴うメリットの理解促進や、性能の向上が市場価値に反映され

る仕組みの構築などが必要である。

• 住宅市街地のゼロエミッション化に向け、地域における再生可能エネルギーの利用等を促進す

るとともに、快適で安全・安心な都市環境の形成に寄与するグリーンインフラの整備や、地域

コミュニティの形成にも資する緑地の創出に取り組む必要がある。

環境性能向上のメリットへの都民の理解
度みたいなアンケート結果はあるか
→住宅事情ｐ１０７「エネルギー消費性
能」を重要とした世帯が少ない

① 2035年度に向けた施策展開の方向性

現状に、地域コミュニティに資する緑地
に関するものがない

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

（１）現状

環境局要調整

（環境修正案）

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅単体だけでなく、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。特に、都民の日常生活を支える住

宅・住宅市街地はエネルギー消費と密接に関わることから、その際、住宅の新築時・改修段階から居住（改修）・解体（廃

棄）時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。その際、住宅の新築時から居住（改修）・解体（廃棄）

時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要
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Ⅲ 具体的な施策の方向

• 「2050年ゼロエミッション東京」の実現に向けて、住宅における省エネルギー化及び再生可能エネルギーの利用拡大・太陽光発

電設備の資源循環を進めるとともに、地域における再生可能エネルギーの利用等を促進することにより、住宅市街地全体の環

境性能向上を図る必要がある。

• 住宅の新築時から居住（改修）・解体（廃棄）時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換

を進めることが必要である。

• 既存住宅ストックを最大限活用する観点から、新築住宅だけでなく、既存住宅における環境性能の向上に一層取り組んでいく

ことが求められる。住宅の環境性能向上を後押しするため、快適性や健康増進、レジリエンスの向上、光熱費削減等のメリット

の理解促進や、性能の向上が市場価値に反映される仕組みの構築などが必要である。

• 安全・安心な都市環境の形成に寄与するグリーンインフラの整備や、建物の壁面・屋上等を活用した立体的な緑化など、まちづ

くりと調和したゆとりと潤いのある緑豊かな住環境を創出していく必要がある。

戦略５ 安全・安心で持続可能な住宅市街地の形成ゼロエミッション

1. 既存の住宅ストックを最大限活用する観点から、既存住宅についても省エネ性能向上が
重要。その際、手間やコストを踏まえ、部分的なリフォームの実施により性能確保を進めて
いくことも必要

2. 窓等の改修は環境性能の向上につながるが、居住者の負担が大きく、マンションの場合は
規約上の制約等もある。買取再販事業者による改修を促す支援や、断熱性能が市場
評価や融資条件に反映される仕組みの構築が必要

3. 再生可能エネルギーの活用や蓄電池の整備は重要であるが、都内は敷地条件が厳しい
ため、対策が必要

4. 住宅単体を対象とするのではなく、周辺環境の質の向上も含め、居住環境全体で検討
することが必要

5. 断熱性能が確保されることで住み心地がよくなる等、住宅の環境性能が高まるメリットを
しっかりと周知し、環境性能の高い住宅が増えるよう後押しすることが重要

防災・減災

7. 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になるという事例もあ
る。みどりの確保が、暑さ対策には重要

住宅まちづくり

5. 緑の環境整備によって良い住環境を形成することが可能。敷地内の緑と公共空間の緑を
一体的にデザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要。緑を媒介とした住
民同士のコミュニケーションにより、地域力の強化にもつながる。

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けて、住宅における省エネルギー化及び再生可能
エネルギーの利用拡大を進めるとともに、住宅市街地全体の環境性能向上を図る必要がある。
特に、既存住宅ストックの省エネ性能向上や断熱改修を促進し、住宅の環境性能が適切に評
価される市場環境の整備を進めるべき。また、都民に対し省エネ・断熱化の効果や快適性向
上等のメリットの周知を図るとともに、住宅単体だけでなく地域全体でエネルギー利用の最
適化や再生可能エネルギーの活用を進めることにより、環境負荷の少ない持続可能な住宅・
住宅市街地の形成を推進する必要がある。

• 既存の住宅ストックを最大限活用する観点から、既存住宅についても省エネ性

能向上を図るべき。その際、手間やコストを踏まえ、部分的なリフォームの実施

により性能確保を進めていくことも検討すべき

• 脱炭素化に向けた都営住宅における取組を推進すべき

• 住宅単体を対象とするのではなく、周辺環境の質の向上も含め、居住環境全

体で検討すべき

• 建物等の壁面・屋上等を活用した立体的な緑やグリーンインフラの導入、緑を

媒介とした住民同士のコミュニケーションによる地域力の強化を図るべき

「快適で安全・安心な都市環境の形成に寄与するグリーンインフラの整備」

緑の広域計画 中間まとめ Ｐ6

「地域における再生エネルギーの利用等を促進」は、現行住マスより

「「2050年ゼロエミッション東京」の実現」は東京戦略より

「居住環境全体で…」のくだりは、「ゼロエミッション化を推進」とは言われていない

• 酷暑の中で、街路樹が強剪定されて日影がなくなると、移動が困難になると

いう事例もある。家の中の居住環境だけでなく、周辺環境の質の向上に対し

ても、手を打てるとよい。（大月）

• 住宅行政はこれまで住宅単体が主な対象だったが、今後は住環境として考

えていくことが必要があり、まちづくりと一体となって取り組むことは重要（泉

山）

2050年代の姿

• 脱炭素社会に向けて、地域基盤整備や新技術・設備等の積極的導入による住宅・

住宅市街地のゼロエミッションが実現し、環境負荷をかけない暮らしが定着している。

目標11 住宅市街地のゼロエミッション化

（２）今後10年間の施策展開の方向性（案）

（参考）施策展開の方向性を踏まえた、今後検討する施策に係るこれまでの意見のまとめと都の考え方

【参考資料２_東京都住宅政策審議会企画部会中間報告（意見のまとめ） より抜粋】

• 手間やコストを踏まえ、部分的なリフォームの実施により性能確保を進めていくことも必要

• 買取再販事業者による改修を促す支援や、断熱性能が市場評価や融資条件に反映される仕組みの構築が必要

• 敷地内の緑と公共空間の緑を一体的にデザインし、質の良い緑環境を確保・維持していくことが重要

• 緑を媒介とした住民同士のコミュニケーションにより、地域力の強化にもつながる。（再掲）

【参考資料３_新たな「東京都住宅マスタープラン」策定に向けた都の考え方（政策の方向性） より抜粋】

• 既存の住宅ストックを最大限活用する観点から、既存住宅における省エネ性能向上への取組を加速

• 脱炭素化に向けた都営住宅における取組を推進

• 建物等の壁面・屋上等を活用した立体的な緑やグリーンインフラの導入、緑を媒介とした住民同士のコミュニケーションによる地域力の強化

住マスライン相談
• パラのメリットの話について、環境の修文を
挿入したが、企画部会で言われた性能向上に
伴うメリットは「住み心地」の観点（井上先
生？）だったので、修正を反映させない／住
み心地要素を追加した方が良いのではないか、

（環境修正案）

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅単体だけでなく、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。特に、都民の日常生活を支える住

宅・住宅市街地はエネルギー消費と密接に関わることから、その際、住宅の新築時・改修段階から居住（改修）・解体（廃

棄）時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要

2050年ゼロエミッション東京の実現に向けては、住宅単体における省エネルギー性能の向上や再生可能エネルギーの利用拡

大に加え、住宅市街地全体で脱炭素化を進めていくことが重要。その際、住宅の新築時から居住（改修）・解体（廃棄）

時までを通じて、環境負荷の低減を推進し、脱炭素型の住まい方への転換を進めることが重要
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